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【連携外国大学の本部の位置】
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3 平成30年10月
第1年次 長崎市坂本１丁目12番４号

15

人

助手

計
新設学部等の名称

講義

多文化社会学研究科
　多文化社会学専攻（修士課程）

熱帯医学・グローバルヘルス
研究科　博士後期課程
長崎大学-ロンドン大学衛
生・熱帯医学大学院国際連携
グローバルヘルス専攻

０科目 ０科目 ０科目 ０単位

卒業要件単位数

０科目

開設する授業科目の総数

兼 任
教 員 等

専任教員等

人

(9)

人人

計

0 -

-(54) 0

20

(24) (20)

年 人

新 設 学 部 等 の 名 称

熱帯医学・グローバルヘルス研究科
　グローバルヘルス専攻（博士後期課程）

編入学
定　員

　　年　月
第　年次

所　在　地
収容
定員

修業
年限

開設時期及
び開設年次

学位又
は称号

入学
定員

54

(7)

計

同一設置者内における変更状況
（定員の移行，名称の変更等）

年次
人

准教授

実験・実習演習

学　部　等　の　名　称
教授

熱帯医学・グローバル
ヘルス研究科

[School of Tropical
Medicine and Global

Health]

長崎大学-ロンドン大学衛
生・熱帯医学大学院国際連携

グローバルヘルス専攻
[Nagasaki University-

London School of
Hygiene & Tropical
Medicine Joint PhD

Programme]

【研究科の専攻に係る課程の変更】
熱帯医学・グローバルヘルス研究科（博士後期課程）
　グローバルヘルス専攻 （ 5） （平成２９年３月 意見伺い）

教育
課程

5

計 - 5 - 15

(8)(1)

9 7 1 8

講師

(9)

1

人

助教

9

熱帯医学・グローバルヘルス研究科
　長崎大学-ロンドン大学衛生・熱帯医学大学
院
　国際連携グローバルヘルス専攻
（博士後期課程） (9) (7)

- 15

(1)

人

(0)(26) (0)

24

13 0 0 28 0 12

(15)

人

＜47＞ ＜92＞

別記様式第２号（その１の１）

新 設 学 部 等 の 目 的

コクリツダイガクホウジンナガサキダイガク

大 学 の 名 称

研究科の専攻の設置（国際連携専攻）

長崎大学大学院[Nagasaki University Graduate School]

計 画 の 区 分

フ リ ガ ナ

国立大学法人　長崎大学

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

設 置 者

大 学 本 部 の 位 置

　本研究科では，グローバルヘルス分野について，研究者として自立して研究活動を行い，又はその他
の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養う高いレ
ベルの教育を実施し，日英が実施する国際共同研究や国際共同プログラムを推進していく人材を養成す
ることを目的としている。

大 学 の 目 的

　長崎に根づく伝統的文化を継承しつつ，豊かな心を育み，地球の平和を支える科学を創造することに
よって，社会の調和的発展に貢献するとの理念に基づき，教育研究の高度化及び個性化を図り，アジア
を含む地域社会とともに歩みつつ，世界にとって不可欠な知の情報発信拠点であり続けるとともに，地
域及び国際社会の発展に貢献できる人材を養成することを目的とする。

基 本 計 画

事 項

フ リ ガ ナ ナガサキダイガクダイガクイン

記 入 欄

長崎県長崎市文教町１番１４号

新
設
学
部
等
の
概
要

【連携外国大学と調整を行う専任教
員の状況等】

人数：1名，職名：助教
所属：熱帯医学・グローバルヘルス

研究科

平成29年3月意見伺い

平成29年3月意見伺い

(1) (9) (27) (0) (0)

博士
（グローバルヘルス）

（Doctor of
Philosophy)

【連携外国大学の設置者】
英国
[グレートブリテン及び北アイルランド
連合王国]

【連携外国大学の名称】
London School of Hygiene and
Tropical Medicine

【連携外国大学の学部等名及び
所在地】

London School of Hygiene and
Tropical Medicine

Faculty of Epidemiology and
Population Health

Faculty of Infectious and
Tropical Diseaes

Faculty of Public Health and
Policy

Keppel St, Bloomsbury,
London WC1E 7HT

＜　＞内の数字は，母体となる
熱帯医学・グローバルヘルス研
究科全体の入学定員等

【研究科の設置】
多文化社会学研究科（修士課程）
　多文化社会学専攻 （ 10）　（平成２９年３月 意見伺い）
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【　研　究　科　】

教育学研究科
　　教職実践専攻(専門職学位課程)

借用面積106㎡

借用面積3,190㎡

申請大学全体

教

員

組

織

の

概

要

(75) (49)

(8) (1) (0) (0) (9) (0)

(3) (11) (0)

23
(4)

熱帯医学・グローバルヘルス研究科
　　グローバルヘルス専攻(博士前期課程) 4 0 2 29 0

49 13 15 152

　　新興感染症病態制御学系専攻(博士課程) 25 12 5 4 46

(8) (3) (7) (5) (23) (0)

(25) (12) (5) (4) (46)

(25) (0) (2) (31) (0) (18)

（共用）
九州地区国立大学島原
共同研修センター

(21)
0 4 25 0 0

17

　　生命薬科学専攻(博士後期課程) 9 12 0 4 25 0 0
(9) (12) (0) (4) (25) (0) (0)

75 0 22

　　災害・被ばく医療科学共同専攻(修士課程) 8 2 0 0 10 0 26

0 4

(26)

(13) (15) (152) (0) (22)
　　医療科学専攻(博士課程)

(5) (3) (0) (3)
　　先進予防医学共同専攻(博士課程) 9 3 7 5 24 0 21

0 311
(0) (4)

　　保健学専攻(修士課程) 19 15 0 4 38 0 14
(19) (15) (0) (4) (38) (0) (14)

(9) (12) (0)
　　生命薬科学専攻(博士前期課程) 9 12

(4) (25) (0) (0)

　　放射線医療科学専攻(博士課程) 5 3 0 3

(14) (5) (0) (1) (20) (0) (8)

医歯薬学総合研究科

　　環境海洋資源学専攻(博士後期課程) 37 32 0 6 75 0 12
(37) (32) (0) (6) (75) (0) (12)

　　海洋ﾌｨｰﾙﾄﾞ生命科学専攻(5年一貫制博士課程) 14 5 0 1 20 0 8

(25) (23) (0) (6) (54) (0) (0)

70

48

2 17 0 0

0

6 54 0 0

合 計

180,941 ㎡

専　　用

223 室
（補助職員　人）

31 0

　　水産学専攻(博士前期課程) 27 17 0 4 0

(18) (13) (0) (0) (31) (0)

(11) (4) (0) (2) (17) (0)

29 41

271,159 ㎡

既

設

分

兼　　任

25

469人

－

0 0

工学研究科

(27) (17) (0) (4) (48) (0) (0)
　　環境科学専攻(博士前期課程) 25

2
(29) (41) (0)

（補助職員　人）

180,941 ㎡

共　　用

校　　　舎

実験実習室

熱帯医学・グローバルヘルス研究科
長崎大学-ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院
国際連携グローバルヘルス専攻

新設学部等の名称

専 任 教 員 研 究 室

0 ㎡

室

室　　　数

演習室講義室

（　　0　㎡）（180,941 ㎡）

100 室

　　総合工学専攻(博士前期課程)

11 4

(0) (2)(13) (11) (0) (0)

23 0

(24)
0 2

(0)

(40) (47) (0)

(2)

(112) (0) (18)

(2)

54
(54)

(70) (0)
0

0

112 0 18
(25)

120,286 ㎡

　　生産システム工学専攻(博士後期課程)

(24) (24)

(25)

0

　　ｸﾞﾘｰﾝｼｽﾃﾑ創成科学専攻(5年一貫制博士課程)
(0)

水産・環境科学総合研究科

4

　　経営意思決定専攻(博士後期課程)

22 24

18 13 0

(0) (0)
0

0

　　経済経営政策専攻(博士前期課程)
経済学研究科

(48) (0)
0

0

40

0

13 11 24

46

47 0 25

14人

104人

0 ㎡278,148 ㎡

（1,305人）

1,892人

（1,892人）
計

区　　　分

379,178 ㎡

542,799 ㎡

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

（753人）

（1,026人）

6 室

25

101,030 ㎡

小 計

そ の 他 163,621 ㎡

0 ㎡12,748 ㎡

107,538 ㎡

教室等

校

地

等

校 舎 敷 地

運 動 場 用 地

（-）（14人）

-

1,305人

163人

－(0)

計

1,026人

(887)

557人

（557人）

(25)(348)(445) (85)

（469人）

59人

職　　　種

事 務 職 員

349
合　　　　計

(859)

418 329

442

(85)

－

専　　任

85 857 0

085 －

(0)

885

(328)(421)
計

12,748 ㎡

753人

（104人） （59人）

共用する他の
学校等の専用

0 ㎡

共　　用専　　用

そ の 他 の 職 員

技 術 職 員

図 書 館 専 門 職 員

26 室

（163人）

（2,058人）

3,261人

391,926 ㎡

（3,261人）

113,778 ㎡

14人

（14人）

2,058人

1,369人

（1,369人）

（180,941 ㎡）

663,085 ㎡

278,148 ㎡

計

計

0 ㎡

共用する他の
学校等の専用

（　　0 ㎡）

0 ㎡

0 ㎡

0 ㎡

語学学習施設

28

情報処理学習施設

487 室
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(申請大学全体の共用分)

図書

1,039,000〔299,000〕

(1,025,000[296,000])

視聴覚資料

7,600

(6800)

　　 国費による

－

－

－

－

－

1.03

申請大学全体

視聴覚資料

共 同 研 究 費 等

図 書 購 入 費

設 備 購 入 費

教員１人当り研究費等

(6,800) (12648)

80

機械・器具
図書

図
書
・
設
備

13,500〔12,400〕　

標本
新設学部等の名称

(6,800)

冊

〔うち外国書〕

熱帯医学・グローバル
ヘルス研究科

長崎大学-ロンドン大学
衛生・熱帯医学大学院
国際連携グローバルヘ

ルス専攻

（1,025,000〔296,000〕）

1,039,000〔299,000〕　

種

学術雑誌

所　在　地

大 学 の 名 称

千円千円

人

千円

収容
定員

修業
年限

編入学
定　員

学位又
は称号

入学
定員

開設
年度

定　員
超過率

学 部 等 の 名 称

年 人【　学　　部　】

長崎大学

7,600

(80)

点

弓道場，テニスコート，ハンドボールコート，プール等

〔うち外国書〕

25,400〔7,600〕　

電子ジャーナル

1,039,000〔299,000〕　

面積

10,735 ㎡

第３年次 第４年次

体育館以外のスポーツ施設の概要

第２年次

体育館
面積

12,541㎡

区　分

7,600

閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

80

(80)

12,648

（16,000〔14,600〕） (12648)

開設前年度 第１年次 第５年次 第６年次

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

千円

第２年次

千円

第４年次

倍年次
人

学生納付金以外の維持方法の概要

学生１人当り
納付金 千円

第１年次 第６年次第３年次

経費
の見
積り

第５年次

点

12,648

〔うち外国書〕

964,417 冊
図書館

（1,025,000〔296,000〕）

13,500〔12,400〕　

（16,000〔14,600〕）

25,400〔7,600〕　

（24,900〔7,400〕）

1,273 席

点

（24,900〔7,400〕）
計

〃 昭和45年度 〃

－

昭和42年度 〃

　情報システム工学科 4 － － － 〃 〃 〃

　電気電子工学科 4 － － － 学士(工学) 平成10年度 長崎市文教町１番14号

　薬学科 6 40 －

　工学科 380 － 1520 学士(工学) 平成23年度 長崎市文教町１番14号

　各学科共通 － － － 〃 平成18年度 〃

　応用化学科 4 － － － 〃 平成3年度 〃

　材料工学科 4 － －

　　　昼間コース 4 265 10 1080

　薬科学科 4 40 － 160 学士(薬科学) 1.03 昭和61年度

　歯学科 6 50 － 300 学士(歯学) 1.00 昭和54年度

118 2年次 727 学士(医学)

　　　夜間主コース 4 60 5 250

多文化社会学部

平成10年度 長崎市文教町１番14号

教育学部

14 学士(保健学)

　保健学科 4 106 3年次 452 学士(看護学) 1.00 平成14年度 長崎市坂本１丁目７番１号

　多文化社会学科 4 100 － 400 学士(多文化社会学) 0.96 平成26年度 長崎市文教町１番14号

　総合経済学科 3年次 学士(経済学) 1.03 平成10年度 長崎市片渕４丁目２番１号

1.00 昭和24年度 長崎市坂本１丁目12番４号

医学部

経済学部

　学校教育教員養成課程 4 240 － 960 学士(教育学) 1.00

5

　医学科 6

240 学士(薬学) 1.01 平成18年度

薬学部 長崎市文教町１番14号

長崎市坂本１丁目７番１号

歯学部

3年次

　構造工学科 4 － － － 〃

工学部

－

4

既
設
大
学
等
の
状
況

　　平成23年度より学生募集停
止。
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（専門職学位課程）

1.05

0.842

（5年一貫性博士課程）

博士(環境科学)

3 12 － 36 博士(学術) 平成23年度 長崎市文教町１番14号

修士(水産学)

修士(環境科学)

修士(学術)

　水産学専攻 2 35 － 70 修士(学術) 0.98 平成23年度 長崎市文教町１番14号

　グリーンシステム創成科学専攻 5 5 － 25 博士(工学) 0.80 平成23年度 長崎市文教町１番14号

（博士前期課程）

　生産システム工学専攻 3 15 － 40 博士(工学) 0.97 平成23年度 長崎市文教町１番14号

（博士後期課程）

（5年一貫性博士課程）

　総合工学専攻

（博士前期課程）

　教職実践専攻

教育学研究科

【　研　究　科　】

1.02

1.03

博士(工学)，

　システム科学専攻

修士(経営学)

　経済経営政策専攻 2 15 － 30 修士(経済学) 0.86 平成7年度 長崎市片渕４丁目２番１号

（博士後期課程）

3 － － － 博士(学術)，

 （博士後期課程）

生産科学研究科

博士(経営学) 平成16年度

4 130 3年次 530 学士(環境科学) 平成9年度 長崎市文教町１番14号

5

4 110 － 440 学士(水産学) 昭和48年度 長崎市文教町１番14号

2 38 － 76 0.77教職修士(専門職) 平成20年度 長崎市文教町１番14号

3 3 － 9 長崎市片渕４丁目２番１号

平成12年度 長崎市文教町１番14号

3 － － － 平成13年度 〃

1.00

－

－〃

博士(環境科学)

博士(水産学),

3 － － － 平成16年度 〃

2 220 － 440 修士(工学) 平成23年度 長崎市文教町１番14号

－

0.97

〃

25 － 50 平成27年度 長崎市文教町１番14号

博士(水産学)

平成23年度 長崎市文教町１番14号

博士(海洋科学)

博士(環境科学)

5 5 － 25 博士(水産学) 0.48

（博士後期課程）

　環境海洋資源学専攻

　海洋フィールド生命科学専攻

既
設
大
学
等
の
状
況

環境科学部

　環境科学科

水産学部

　水産学科

経済学研究科

（博士前期課程）

　経営意志決定専攻

　　平成23年度より学生
　　募集停止。

　海洋生産科学専攻

　環境科学専攻

工学研究科

水産・環境科学総合研究科

　環境科学専攻
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2 －

4 －

60 246

27 － 42 修士(熱帯医学) 1.10 平成27年度 長崎市坂本１丁目12番４号

（博士前期課程）

－ 42

修士(公衆衛生学)

博士(薬科学)

　グローバルヘルス専攻 2 修士(熱帯医学)

（附置研究所）
○熱帯医学研究所
　　所 在 地：長崎市坂本１丁目１２番４号
　　設置年月：昭和２４年５月（昭和４２年６月　風土病研究所から改称）
　　規 模 等：土地 ９１，２３１㎡　　建物 ９，５０６㎡
　　目　　的：熱帯医学に関する学理及びその応用を研究する。

2　グローバルヘルス専攻

修士(薬科学)

博士(学術) 平成14年度

附属施設の概要

平成27年度 長崎市坂本１丁目12番４号

（博士前期課程）

熱帯医学・グローバルヘルス研究科

　国際健康開発専攻 2 －

国際健康開発研究科

博士(医学)

博士(学術)

（博士後期課程）

　医療科学専攻 博士(学術) 1.16 平成14年度 長崎市坂本１丁目12番４号

修士（医科学）

災害・被ばく医療科学共同専攻 修士（看護学） 平成28年度

博士(薬学)

博士(歯学)

博士(医学)

　新興感染症病態制御学系専攻 博士(学術) 平成14年度

1.10

1.034 20 － 80 長崎市坂本１丁目12番４号

修士(医科学)

博士(医学)

博士(薬学)

熱帯医学・グローバルヘルス研究科

27

－ － 修士(公衆衛生学) － 平成20年度 長崎市坂本1丁目12番4号

 （修士課程）

○原爆後障害医療研究所
　　所 在 地：長崎市坂本１丁目１２番４号
　　設置年月：平成２５年４月
　　規 模 等：土地 ９１，２３１㎡　　建物 ４，７１９㎡
　　目　　的：放射線の人体への影響を国内外のヒバクシャを対象として研究により究
              明して，人類の安全と安心に寄与する放射線健康リスク評価・管理学を
              実践し，全人的被ばく医療学を推進するとともに，国際的な放射線被ば
              く影響の実態調査，ヒバクシャの試料・資料の収集及びデータベースの
              構築を行うことを目的とする。

0.93

修士(公衆衛生学)

修士(医科学)

4 5 － 29 長崎市坂本１丁目12番４号

10 20 平成28年度 長崎市坂本１丁目12番４号

2 36 － 72

博士(歯学)

0.80

1.10

（修士課程）

　保健学専攻

（博士課程）

3 10 － 30 平成24年度 長崎市文教町１番14号

　放射線医療科学専攻

先進予防医学共同専攻

（博士前期課程）

　生命薬科学専攻

　生命薬科学専攻

修士(作業療法学)

修士(看護学)

博士(医学)

医歯薬学総合研究科

10 20 長崎市坂本１丁目12番４号

4 －

博士(歯学)

博士(薬学)

平成24年度 長崎市文教町１番14号

1.00

0.93

2 20 － 40 平成18年度 長崎市坂本１丁目７番１号

修士(理学療法学)

1.00

平成27年度より学生募集停止。

既
設
大
学
等
の
状
況
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（学部等の附属施設）
○教育学部附属教育実践総合センター
　　所 在 地：長崎市文教町１番１４号
　　設置年月：平成１３年４月（教育実践研究指導センターを改組）
　　規 模 等：土地 １８７，１２５㎡　　建物 ５３２㎡
　　目　　的：教育実践に関する研究，指導及び研修を総合的に行い，教師教育の充
              実を図る。

○水産学部附属練習船鶴洋丸
　　設置年月：昭和５０年６月（現船：平成１６年１２月）
　　規 模 等：アルミニウム合金船　１５５トン　最大搭載人員 ３６名
　　目　　的：航海・漁労実習，海洋環境観測，海洋生物資源調査

○水産学部附属練習船長崎丸
　　設置年月：昭和２７年３月（現船：昭和６１年２月）
　　規 模 等：鋼船　８４２トン　最大搭載人員 ６９名
　　目　　的：トロール漁業実習，海洋学実習，航海運用実習

○海洋未来イノベーション機構環東シナ海環境資源研究センター
　　所 在 地：長崎市多以良町１５５１番７号
　　設置年月：平成２８年４月
　　規 模 等：土地 １０，９００㎡　　建物 １，９４３㎡
　　目　　的：２１世紀の最重点課題である地球環境保全及び食料供給の持続性確保
　　　　　　　に向けて，長崎に隣接する東シナ海及びその沿岸域を主な対象として
　　　　　　　国内外の研究機関とも緊密に連携しながら，水圏・大気圏・陸圏の環
　　　　　　　境保全及び多様な生物資源の持続的生産の基盤となる学際領域の研究
　　　　　　　を推進する拠点として機能することを目的とする。

○医歯薬学総合研究科附属薬用植物園
　　所 在 地：長崎市文教町１番１４号
　　設置年月：昭和４７年５月（平成１５年４月　薬学部附属施設から医歯薬学総合
　　　　　　　研究科附属施設へ移行）
　　規 模 等：土地 １８７，１２５㎡　　建物 ４４５㎡
　　目　　的：園内に薬用植物を栽培し，もって学術研究及び教育に資する。

○熱帯医学研究所附属アジア・アフリカ感染症研究施設
　　所 在 地：長崎市坂本１丁目１２番４号
　　設置年月：平成２０年４月（熱帯感染症研究センターを改組）
　　規 模 等：土地 ９１，２３１㎡　　  建物 ７４㎡
　　目　　的：アジアやアフリカにおける熱帯病・新興再興感染症の発生・拡大に関
              与する現地長期調査及び複合要因の解析並びに予防制圧に資する研究
              及び教育を行うことにより，当該分野の学術研究の進展及び人材育成
              に寄与する。

○熱帯医学研究所附属熱帯医学ミュージアム
　　所 在 地：長崎市坂本１丁目１２番４号
　　設置年月：平成２０年４月（熱帯感染症研究センターを改組）
　　規 模 等：土地 ９１，２３０㎡　　建物 ３８２㎡
　　目　　的：熱帯医学に関する資料・情報を収集，整理，保存，解析及び提供する
              とともに，公衆への供覧等を行うことにより，熱帯医学に対する社会
              の理解を深め，学術研究の進展に寄与する。

（附属病院）
○長崎大学病院
　　所 在 地：長崎市坂本１丁目７番１号
　　設置年月：昭和２４年５月（平成２１年４月　医学部・歯学部附属病院を改組）
　　規 模 等：土地 ８６，８０７㎡　　建物 ９１，１６９㎡
　　目　　的：患者の診療を通じて医歯薬学関連の教育及び研究を行う。

（学内共同教育研究施設等）
○保健・医療推進センター
　　所 在 地：長崎市文教町１番１４号
　　設置年月：昭和４１年４月（平成２０年４月　保健管理センターを改組）
　　規 模 等：土地 １８７，１２５㎡　　建物 ５４０㎡
　　目　　的：長崎大学の学生及び職員の健康を守り，予防に努めるとともに，保健・
              医療分野での医療教育，本学の地域連携及び地域貢献を県及び自治体
              と連携し，推進する。

（附属学校）
　　目　　的：
　　　(1)教育基本法及び学校教育法に定める教育又は保育を行う。
　　　(2)教育学部における児童若しくは生徒の教育又は幼児の保育に関する研究に協
　　　　 力し，教育学部の計画に従い，学生の教育実習の実施にあたる。
　　　(3)教育の理論的，実証的研究を行うとともに，他の学校との教育研究の協力及
         び教育研究の成果の交流を行う。
○教育学部附属幼稚園
　　所 在 地：長崎市文教町４番２３号
　　設置年月：昭和２４年５月
　　規 模 等：土地 ５１，１８５㎡　　建物 １，１４８㎡
○教育学部附属小学校
　　所 在 地：長崎市文教町４番２３号
　　設置年月：昭和２４年５月
　　規 模 等：土地 （上記に含む）　  建物 ７，２４０㎡
○教育学部附属中学校
　　所 在 地：長崎市文教町４番２３号
　　設置年月：昭和２４年５月
　　規 模 等：土地（上記に含む）　 　建物 ７，６１３㎡
○教育学部附属特別支援学校
　　所 在 地：長崎市柳谷町４２番１号
　　設置年月：昭和４６年４月
　　規 模 等：土地 １２，５２９㎡　　建物 ３，５１８㎡

附属施設の概要
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　室」，「図書・設備」，「図書館」及び「体育館」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

　「図書・設備」，「図書館」，「体育館」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

１　共同学科等の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「教員組

２　「教員組織の概要」の「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

４　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室等」，「専任教員研究室」，

○核兵器廃絶研究センター
　　所 在 地：長崎市文教町１番１４号
　　設置年月：平成２４年４月
　　規 模 等：土地 １８７，１２５㎡　　建物 ２３０㎡
　　目　　的：ヒロシマ・ナガサキを現在の世界の潮流の中で新たに位置づけ，学問
　　　　　　　的調査・分析を通して核兵器廃絶に向けた情報や提言を様々な角度か
　　　　　　　ら世界に発信するため，長崎市，長崎県等と連携を図りながら核兵器
　　　　　　　廃絶に係る教育研究活動を行うことにより，もって本学の教育研究の
　　　　　　　進展に資する。

６　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

（注）

３　私立の大学又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「教室等」，「専任教員研究

　織の概要」の「新設分」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

５　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

○大学教育イノベーションセンター
　　所 在 地：長崎市文教町１番１４号
　　設置年月：平成１４年４月
　　規 模 等：土地 １８７，１２５㎡　　建物 ７７９㎡
　　目　　的：本学の教育理念を達成するために，学士課程教育及び大学教育の在り
　　　　　　　方に関する研究を行うとともに，その改善に資するデータ蓄積とそれ
　　　　　　　を活用した入学者選抜支援，教育支援等の業務を行うことを目的とす
　　　　　　　る。

○先端計算研究センター
　　所 在 地：長崎市文教町１番１４号
　　設置年月：平成２２年４月
　　規 模 等：土地 １８７，１２５㎡　　建物 ４０５㎡
　　目　　的：次世代並列コンピュータに関する研究開発及び教育を推進し，次世代
　　　　　　　並列コンピュータを利用した新たな産業創出に資する。

○言語教育研究センター
　　所 在 地：長崎市文教町１番１４号
　　設置年月：平成２４年４月
　　規 模 等：土地 １８７，１２５㎡　　建物 ４００㎡
　　目　　的：本学における外国語教育に関する教育及び研究を推進するとともに，
　　　　　　　外国語教育の実施に関する企画運営を行う。

○先導生命科学研究支援センター
　　所 在 地：長崎市坂本１丁目１２番４号
　　設置年月：平成１５年４月（アイソトープ総合センター，遺伝子実験施設及び医
              学部附属動物実験施設を統合再編）
　　規 模 等：土地 ９１，２３１㎡　　  建物 ９，８１８㎡
　　目　　的：放射性同位元素等，動物資源及びゲノム情報・遺伝子を用いる教育研
              究にその施設等を供するとともに，本学における総合的な生命科学研
              究の推進及び支援を行い，もって教育研究の進展に資する。

○ＩＣＴ基盤センター
　　所 在 地：長崎市文教町１番１４号
　　設置年月：平成１６年１２月（総合情報処理センターを改組）
　　　　　　　研究科附属施設へ移行）
　　規 模 等：土地 １８７，１２５㎡　　建物 １，１８９㎡
　　目　　的：ＩＣＴを活用した教育研究環境を提供するため，情報政策の企画立案
　　　　　　　・実施，高度情報化技術に基づく情報基盤の整備，教育の情報化及び
　　　　　　　情報教育の推進を行うことを目的とする。

附属施設の概要
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平成２９年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員 平成３０年度

入学
定員

編入学
定員

収容
定員 変更の事由

長崎大学 長崎大学

多文化社会学部　多文化社会学科 100 － 400 　多文化社会学部　多文化社会学科 100 － 400

　教育学部 　教育学部

　　学校教育教員養成課程 240 － 960 　　学校教育教員養成課程 240 － 960

　経済学部 　経済学部

　　総合経済学科（昼間コース） 265 10 1080 　　総合経済学科（昼間コース） 265 10 1080

　　総合経済学科（夜間主コース） 60 5 250 　　総合経済学科（夜間主コース） 60 5 250

　医学部 　医学部

　　医学科 120 5 745 → 　　医学科 115 5 715 定員変更

　　保健学科 106 14 452 　　保健学科 106 14 452

　歯学部 　歯学部

　　歯学科 50 － 300 　　歯学科 50 － 300

　薬学部 　薬学部

　　薬学科 40 － 240 　　薬学科 40 － 240

　　薬科学科 40 － 160 　　薬科学科 40 － 160

　工学部 　工学部

　　工学科 380 － 1520 　　工学科 380 － 1520

　環境科学部 　環境科学部

　　環境科学科 130 5 530 　　環境科学科 130 5 530

　水産学部 　水産学部

　　水産学科 110 － 440 　　水産学科 110 － 440

計 1641 39 7077 計 1636 39 7047

長崎大学大学院 長崎大学大学院

→  多文化社会学研究科

　　多文化社会学専攻（修士課程） 10 20 研究科の設置

　教育学研究科 → 　教育学研究科

　　教職実践専攻（専門職学位課程） 38 76 　　教職実践専攻（専門職学位課程） 38 76

　経済学研究科 　経済学研究科

　　経済経営政策専攻（博士前期課程） 15 30 　　経済経営政策専攻（博士前期課程） 15 30

　　経営意思決定専攻（博士後期課程） 3 9 　　経営意思決定専攻（博士後期課程） 3 9

　工学研究科 　工学研究科

　　総合工学専攻（博士前期課程） 220 440 　　総合工学専攻（博士前期課程） 220 440

　　生産システム工学専攻（博士後期課程） 15 45 　　生産システム工学専攻（博士後期課程） 15 45

　　グリーンシステム創成科学専攻（博士課程） 5 25 　　グリーンシステム創成科学専攻（博士課程） 5 25

　水産・環境科学総合研究科 　水産・環境科学総合研究科

　　水産学専攻（博士前期課程） 35 70 　　水産学専攻（博士前期課程） 35 70

　　環境科学専攻(博士前期課程) 25 50 　　環境科学専攻(博士前期課程) 25 50

　　環境海洋資源学専攻（博士後期課程） 12 36 　　環境海洋資源学専攻（博士後期課程） 12 36

　　海洋フィールド生命科学専攻（博士課程） 5 25 　　海洋フィールド生命科学専攻（博士課程） 5 25

　医歯薬学総合研究科 　医歯薬学総合研究科

　　保健学専攻（修士課程） 20 40 　　保健学専攻（修士課程） 20 40

　　災害・被ばく医療科学共同専攻（修士課程） 10 20 　　災害・被ばく医療科学共同専攻（修士課程） 10 20

　　医療科学専攻（博士課程） 60 240 　　医療科学専攻（博士課程） 60 240

　　新興感染症病態制御学系専攻(博士課程) 20 80 　　新興感染症病態制御学系専攻(博士課程) 20 80

　　放射線医療科学専攻（博士課程） 5 20 　　放射線医療科学専攻（博士課程） 5 20

　　先進予防医学共同専攻（博士課程） 10 40 　　先進予防医学共同専攻（博士課程） 10 40

　　生命薬科学専攻（博士前期課程） 36 72 　　生命薬科学専攻（博士前期課程） 36 72

　　生命薬科学専攻（博士後期課程） 10 30 　　生命薬科学専攻（博士後期課程） 10 30

熱帯医学・グローバルヘルス研究科 →  熱帯医学・グローバルヘルス研究科

　　グローバルヘルス専攻（修士課程） 37 62 　　グローバルヘルス専攻（博士前期課程） 37 62

　　グローバルヘルス専攻（博士後期課程） 5 15 研究科の専攻に係る課程の変更

     長崎大学-ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院
     国際連携グローバルヘルス専攻(博士後期課程) 5 15

研究科の専攻の設置
（国際連携専攻）

計 581 1410 計 601 1460
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－ 9 8 1 8 26 17 17 43

１学年の学期区分

１学期の授業期間

１時限の授業時間

別記様式第２号（その２の３）
（用紙　日本工業規格Ａ４横型）

教 育 課 程 等 の 概 要 （ 国 際 連 携 学 科 等 ）

（熱帯医学・グローバルヘルス研究科　長崎大学－ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院国際連携グローバルヘルス専攻）

科目
区分

授業科目の名称

共
同
開
設
科
目

配当年次 開設大学

単位数 授業形態
教員等の配置

備考

申請大学 連携外国大学

合計（1科目） －

（研究指導）
長崎大学

ロンドン大学衛生・熱帯医学大
学院

－

学位又は称号 博士（グローバルヘルス）(Doctor of Philosophy) 学位又は学科の分野 保健衛生学関係（看護学関係及びリハビリテーション関係を除く）

１　国際連携学科等を設置する場合は，別記様式第２号（その２の１）に代えて，この書類を作成すること。加えて，国際連携学科等を設置する大学及び連携外国大学別にこの書類を作成すること。共同開設科目

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 開設大学等 開設単位数（必修） 授業期間等

標準修業年限以上在学し、必要な研究指導を受け、最終年次の研究報告会にお
いて口頭発表を行い、博士論文の審査に合格することを修了要件とする。

長崎大学 － －

ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院 － －

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受

　けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

－

（注）

　については，当該科目の単位を修得した場合に，単位を修得したとする大学の書類に含めること。
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－ 9 8 1 8 26 26

１学年の学期区分

１学期の授業期間

１時限の授業時間

別記様式第２号（その２の３）
（用紙　日本工業規格Ａ４横型）

教 育 課 程 等 の 概 要 （ 国 際 連 携 学 科 等 ）

（熱帯医学グローバルヘルス研究科　長崎大学－ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院国際連携グローバルヘルス専攻）（長崎大学）

科目
区分

授業科目の名称

共
同
開
設
科
目

配当年次 開設大学

単位数 授業形態
教員等の配置

備考

申請大学 連携外国大学

合計（1科目） －

（研究指導） 長崎大学 －

学位又は称号 博士（グローバルヘルス）(Doctor of Philosophy) 学位又は学科の分野 保健衛生学関係（看護学関係及びリハビリテーション関係を除く）

１　国際連携学科等を設置する場合は，別記様式第２号（その２の１）に代えて，この書類を作成すること。加えて，国際連携学科等を設置する大学及び連携外国大学別にこの書類を作成すること。共同開設科目

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 開設大学等 開設単位数（必修） 授業期間等

標準修業年限以上在学し、必要な研究指導を受け、最終年次の研究報告会にお
いて口頭発表を行い、博士論文の審査に合格することを修了要件とする。

長崎大学 － －

－

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受

　けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

－

（注）

　については，当該科目の単位を修得した場合に，単位を修得したとする大学の書類に含めること。
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１学年の学期区分

１学期の授業期間

１時限の授業時間

別記様式第２号（その２の３）
（用紙　日本工業規格Ａ４横型）

教 育 課 程 等 の 概 要 （ 国 際 連 携 学 科 等 ）

（熱帯医学・グローバルヘルス研究科　長崎大学－ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院国際連携グローバルヘルス専攻）（ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院）

科目
区分

授業科目の名称

共
同
開
設
科
目

配当年次 開設大学

単位数 授業形態
教員等の配置

備考

申請大学 連携外国大学

合計（1科目） －

（研究指導）
ロンドン大学衛生・熱帯医学大

学院
－

学位又は称号 博士（グローバルヘルス）(Doctor of Philosophy) 学位又は学科の分野 保健衛生学関係（看護学関係及びリハビリテーション関係を除く）

１　国際連携学科等を設置する場合は，別記様式第２号（その２の１）に代えて，この書類を作成すること。加えて，国際連携学科等を設置する大学及び連携外国大学別にこの書類を作成すること。共同開設科目

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 開設大学等 開設単位数（必修） 授業期間等

標準修業年限以上在学し、必要な研究指導を受け、最終年次の研究報告会にお
いて口頭発表を行い、博士論文の審査に合格することを修了要件とする。

－

ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院 － －

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受

　けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

－

（注）

　については，当該科目の単位を修得した場合に，単位を修得したとする大学の書類に含めること。
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開設大学 授業科目の名称 講義等の内容 備考

長崎大学 研究指導 　主指導教員を中心に，副指導教員や外部アドバイザーも参加し
ながら，研究計画に基づき研究を遂行し，Doctor of Philosophy
の学位に相応しい，科学的根拠に基づく研究方法・研究成果の考
察を踏まえた学位論文（ティーシス形式）を作成する。
　下記教員から，主指導教員1名及び副指導教員1名以上で研究指
導チームが構成（必ず長崎大学とロンドン大学衛生・熱帯医学大
学院の教員が1名以上ずつ配置される）され，指導教員が実施する
国際共同研究に参画する中で，研究計画に基づき研究を遂行し，
各自の研究成果を発表し質疑応答に答え，各自の研究成果をもと
に自らの博士論文を作成する。

（1  北　　潔）
　　生化学，分子寄生虫学，熱帯医学，国際保健学
（2  金子　聰）
　　疫学，公衆衛生学，保健情報学，地域研究
（3  有吉紅也）
　　ＨＩＶ・エイズ，熱帯医学，感染症
（4  橋爪真弘）
　　疫学，国際保健，気候変動，環境，公衆衛生
（5  門司和彦）
　　エコヘルス，地球環境学，地域保健，人口統計
（6  神谷保彦）
　　国際保健，小児保健，栄養学，緊急医療援助，
　　保健医療行政・政策
（7  松山章子）
　　母と子の健康，質的研究，医療人類学，社会開発，
　　リプロダクティブ･ヘルス
（8  Sharon Elizabeth cox）
　　栄養疫学，臨床疫学，分子遺伝疫学，疫学，国際保健
（9  由井克之）
　　原虫，Ｔ細胞，サイトカイン，免疫制御
（10 井上真吾）
　　獣医学，ウイルス学，感染症内科学
（11 Culleton Richard Leighton）
　　寄生虫学，免疫学，ゲノム生物学，分子生物学，進化生物学
（13 Nguyen Huy Tien）
　　感染症内科学，ウイルス学，寄生虫学（含衛生動物学），
　　免疫学
（14 奥村順子）
　　母子保健，難民支援，災害医療，社会疫学，エコヘルス
（15 松井三明）
　　リプロダクティブヘルス，疫学，環境医学，毒性学
（16 Saenko Vladimir）
　　腫瘍生物学, ゲノム医科学, 疫学・予防医学
（17 増田　研）
　　エチオピア民族誌，近代化，開発，紛争，国際保健
（18 上村春樹）
　　病原原虫学，原虫の薬剤耐性，原虫の分子疫学
（19 Chris Ng Fook Sheng）
　　生物統計学，環境疫学，健康影響評価，社会疫学
（20 Kim Yoonhee ）
　　生物統計学，環境疫学，健康影響評価，社会疫学
（21 樋泉道子）
　　小児科学，新生児医学，疫学，公衆衛生学，ウイルス学

別記様式第２号（その３の３）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要 （ 国 際 連 携 学 科 等 ）

（熱帯医学・グローバルヘルス研究科　博士後期課程　長崎大学 - ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院国際連携グローバルヘルス専攻）

科目
区分
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（22 和田崇之）
　　細菌学，分子疫学，人獣共通感染症，ゲノム科学，
　　公衆衛生学
（23 鈴木　基）
　　ワクチン予防可能疾患，呼吸器感染症，熱帯感染症
（24 Bhim Gopal Dhoubhadel）
　　感染症診断学，感染症防御学，国際感染症学，感染疫学，
　　小児感染症学
（25 稲岡 健ダニエル）
　　腫瘍生物学、分子生物学、構造生物学、創薬化学、
　　寄生虫学
（26 古賀智裕）
　　膠原病・アレルギー内科学，免疫学

　合，大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おう

　とする場合は，この書類を作成する必要はない。

（注）

１　国際連携学科等を設置する場合は，別記様式第２号（その３の１）に代えて，この書類を作成すること。加えて，国際連携

　教育学科等を設置する大学及び連携外国大学別にこの書類を作成すること。共同開設科目については，当該科目の単位を修得

　した場合に，単位を修得したとする大学の書類に含めること。

２　開設する授業科目の数に応じ，適宜枠の数を増やして記入すること。

３　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場

ロンドン
大学衛

生・熱帯
医学大学

院

研究指導 （1 Brendan Wren）
　　細菌学，遺伝学，分子生物学，感染病，人獣共通感染症
（2 David Mabey）
　　細菌学，疫学，免疫学，HIV，NTDs
（3 Robin Bailey）
　　疫学，遺伝学，マラリア，熱帯病
（4 Shunmey Yeung）
　　小児保健，診断法，社会学，新興感染症
（5 Simon Croft）
　　細胞生物学，寄生虫学，薬理学
（6 John Kelly）
　　生化学，細胞生物学，免疫病理学，熱帯病
（7 Hazel Dockrel）
　　免疫学，ワクチン学，慢性疲労症候群
（8 Philippe Mayour）
　　感染症，癌，HIV
（9 John Edmunds）
　　医療経済学，感染症，ワクチン学
（10 Ian Roberts）
　　感染症，熱帯医学，国際保健
（11 Kim Mulholland）
　　小児保健，肺炎球菌研究
（12 Liam Smeeth）
　　疫学，遺伝疫学，薬剤疫学
（13 Umberto De Alessandro）
　　疫学，国際保健
（14 Paul Wilkinson）
　　疫学，循環器疾患，慢性疾患
（15 Anne Mills）
　　医療経済学，マラリア
（16 John Cairns）
　　医療経済学，経済的評価，健康技術評価
（17 Richard Coker）
　　疫学，感染症，国際保健，HIV
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【長崎大学坂本キャンパスまでの交通アクセス】

長崎大学
片淵キャンパス

長崎大学
文教キャンパス

長崎大学
坂本キャンパス

【交通機関】

長崎駅前から
長崎バス８番（医大経由または江平経由 下大橋行）に乗り，医学部前下車，徒歩５分。
市内電車（赤迫方面行１，３番）に乗り，浜口町下車，徒歩１０分。
タクシーで約１０分。

浦上駅前から
徒歩２０分。
タクシーで約５分。

長崎空港から
リムジンバス（長崎行）に乗り、長崎駅前下車，その後は１による。
リムジンバス（長崎行）に乗り、大橋下車，その後は徒歩２０分。またはタクシーで約５分。
タクシーで約１時間。

●８

熱帯医学・
グローバルヘルス研究科

熱帯医学・
グローバルヘルス研究科

●８

最寄り駅からの距離及び交通機関
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ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院　校地・校舎等の図面
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○長崎大学大学院学則 

平成１６年４月１日 

学則第２号 

改正 平成１７年９月２２日学則第４号 

平成１７年１２月２２日学則第６号 

平成１８年３月２２日学則第２号 

平成１８年１０月２７日学則第６号 

平成１９年３月２２日学則第２号 

平成１９年１２月２１日学則第４号 

平成１９年１２月２６日学則第５号 

平成２０年２月２２日学則第３号 

平成２０年１０月２４日学則第４号 

平成２１年２月２７日学則第２号 

平成２１年７月２４日学則第４号 

平成２２年２月２６日学則第２号 

平成２２年７月１５日学則第３号 

平成２３年２月２４日学則第１号 

平成２３年２月２４日学則第２号 

平成２４年２月２４日学則第２号 

平成２４年９月２１日学則第３号 

平成２５年２月２２日学則第１号 

平成２６年２月２１日学則第２号 

平成２７年３月２７日学則第３号 

平成２７年３月２７日学則第４号 

平成２８年３月２８日学則第２号 

目次 

第１章 総則（第１条―第７条） 

第２章 教育課程等（第７条の２―第１７条の２） 

第３章 課程の修了要件及び学位の授与（第１８条―第２２条） 

第４章 入学，転学，休学，退学，再入学等（第２３条―第３７条） 

第５章 除籍，表彰及び懲戒（第３８条） 
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第６章 検定料，入学料及び授業料（第３９条―第４１条） 

第７章 科目等履修生，研究生，特別聴講学生，特別研究学生，特別の課程及び外国人留

学生（第４２条―第４６条） 

第８章 教員の免許状授与の所要資格の取得（第４７条） 

第９章 国際連携専攻（第４８条―第５７条） 

第１０章 雑則（第５８条―第６０条）附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 長崎大学大学院（以下「本学大学院」という。）は，国立大学法人長崎大学基本規

則（平成１６年規則第１号）第３条に規定する理念に基づき，実践的問題解決能力と政策

立案能力を有し国際的問題及び地域の諸課題を解決しうる高度専門職業人並びに豊かな

創造的能力を有し先導的知を創生しうる研究者を養成し，もって広く人類に貢献すること

を目的とする。 

２ 本学大学院の修業年限，教育課程，教育研究組織その他の学生の修学上必要な事項につ

いては，この学則の定めるところによる。 

（教育研究上の目的の公表等） 

第１条の２ 各研究科は，研究科又は専攻ごとに，人材の養成に関する目的その他の教育研

究上の目的を研究科規程に定め，公表するものとする。 

（課程） 

第２条 本学大学院の課程は，修士課程，博士課程及び専門職学位課程（学校教育法（昭和

２２年法律第２６号）第９９条第２項の専門職大学院の課程をいう。以下同じ。）とする。 

２ 修士課程は，広い視野に立って精深な学識を授け，専攻分野における研究能力又はこれ

に加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うことを目的と

する。 

３ 博士課程は，専攻分野について，研究者として自立して研究活動を行い，又はその他の

高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識

を養うことを目的とする。 

４ 専門職学位課程は，高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した

能力を培うことを目的とする。 

（研究科，専攻，課程及び収容定員） 

第３条 研究科の専攻及び課程は，次のとおりとする。 
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研究科 専攻 課程 

多文化社会学研究科 多文化社会学専攻 修士課程 

教育学研究科 教職実践専攻 専門職学位課程 

経済学研究科 経済経営政策専攻 前期２年の

課程 

博士課程 

経営意思決定専攻 後期３年の

課程 

工学研究科 総合工学専攻 前期２年の

課程 

博士課程 

生産システム工学専攻 後期３年の

課程 

グリーンシステム創成科学専攻 博士課程 

水産・環境科学総合研究

科 

水産学専攻，環境科学専攻 前期２年の

課程 

博士課程 

環境海洋資源学専攻 後期３年の

課程 

海洋フィールド生命科学専攻 博士課程 

医歯薬学総合研究科 保健学専攻 修士課程  

災害・被ばく医療科学共同専攻 

医療科学専攻，新興感染症病態制御学

系専攻，放射線医療科学専攻，先進予

防医学共同専攻 

博士課程 

生命薬科学専攻 前期２年の

課程 

博士課程 

後期３年の
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課程 

熱帯医学・グローバルヘ

ルス研究科 

グローバルヘルス専攻 前期２年の

課程 
博士課程 

後期３年の

課程 

長崎大学－ロンドン大学衛生・熱帯医

学大学院国際連携グローバルヘルス

専攻 

後期３年の

課程 

２ 経済学研究科，工学研究科（グリーンシステム創成科学専攻を除く。），水産・環境科学

総合研究科（海洋フィールド生命科学専攻を除く。），医歯薬学総合研究科生命薬科学専攻

及び熱帯医学・グローバルヘルス研究科の博士課程は，前期２年の課程（以下「博士前期

課程」という。）及び後期３年の課程（以下「博士後期課程」という。）に区分し，博士前

期課程は，修士課程として取り扱うものとする。 

３ 教育学研究科教職実践専攻は，専門職学位課程のうち専門職大学院設置基準（平成１５

年文部科学省令第１６号）第２６条に規定する教職大学院の課程とする。 

４ 医歯薬学総合研究科災害・被ばく医療科学共同専攻は第７条の４に規定する共同教育課

程として福島県立医科大学と共同実施する修士課程として，医歯薬学総合研究科先進予防

医学共同専攻は第７条の４に規定する共同教育課程として千葉大学及び金沢大学と共同

実施する博士課程とする。 

５ 熱帯医学・グローバルヘルス研究科長崎大学－ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院国際

連携グローバルヘルス専攻は，ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院と連携して教育を実施

する博士後期課程とする。 

６ 研究科の収容定員は，別表第１のとおりとする。 

（講座） 

第４条 前条第１項に掲げる研究科に，講座等を置く。 

２ 前項の講座等は，別に定める。 

（標準修業年限） 

第５条 教育学研究科専門職学位課程の標準修業年限は，２年とする。ただし，教育上の必

要があると認められる場合は，学生の履修上の区分に応じ，その標準修業年限は，１年以



- 5 -

上２年未満の期間又は２年を超える期間とすることができるものとする。 

２ 前項の場合において，１年以上２年未満の期間とすることができるのは，主として実務

の経験を有する者に対して教育を行う場合であって，かつ，昼間と併せて夜間その他特定

の時間又は時期において授業を行う等の適切な方法により教育上支障を生じない場合に

限る。 

３ 多文化社会学研究科多文化社会学専攻，医歯薬学総合研究科保健学専攻及び災害・被ば

く医療科学共同専攻の修士課程の標準修業年限は２年とする。 

４ 熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバルヘルス専攻の博士課程の標準修業年限は

５年とし，博士前期課程に置く熱帯医学コースの標準修業年限は１年とし，熱帯医学サテ

ライトコース，国際健康開発コース，国際健康開発サテライトコース，ヘルスイノベーシ

ョンコース及びヘルスイノベーションサテライトコースの博士前期課程の標準修業年限

は２年，博士後期課程の標準修業年限は３年とする。 

５ 経済学研究科，工学研究科，水産・環境科学総合研究科及び医歯薬学総合研究科生命薬

科学専攻の博士課程の標準修業年限は５年とし，博士前期課程の標準修業年限は２年，博

士後期課程の標準修業年限は３年とする。 

６ 医歯薬学総合研究科医療科学専攻，新興感染症病態制御学系専攻，放射線医療科学専攻

及び先進予防医学共同専攻の博士課程の標準修業年限は，４年とする。 

（在学期間） 

第６条 本学大学院における在学期間は，前条に規定する標準修業年限の２倍を超えること

ができない。 

（学年，学期及び休業日） 

第７条 本学大学院の学年，学期及び休業日は，長崎大学学則（平成１６年学則第１号。以

下「本学学則」という。）第７条から第９条までの規定を準用する。 

第２章 教育課程等 

（教育課程の編成方針） 

第７条の２ 各研究科（教育学研究科を除く。）は，当該研究科及び専攻の教育上の目的を

達成するために必要な授業科目を自ら開設するとともに学位論文の作成等に対する指導

（以下「研究指導」という。）の計画を策定し，体系的に教育課程を編成するものとする。 

２ 前項の教育課程の編成に当たっては，各研究科は，専攻分野に関する高度の専門的知識

及び能力を修得させるとともに，当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよ

う適切に配慮しなければならない。 
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３ 教育学研究科は，その教育上の目的を達成するために専攻分野に応じ必要な授業科目を

自ら開設し，体系的に教育課程を編成するものとする。 

（博士課程教育リーディングプログラム） 

第７条の３ 本学大学院に，専門分野の枠を超え俯瞰力と独創力を備え，広く産学官にわた

りグローバルに活躍するリーダーを養成する教育を行う博士課程教育リーディングプロ

グラムを開設する。 

２ 前項の博士課程教育リーディングプログラムの名称並びに実施する研究科及び専攻は，

次の表のとおりとする。 

名称 研究科 専攻 

熱帯病・新興感染症制御グロー

バルリーダー育成プログラム 

医歯薬学総合研究科 新興感染症病態制御学系専

攻 

３ 博士課程教育リーディングプログラムに関し，必要な事項は，別に定める。 

（共同教育課程の編成） 

第７条の４ 研究科は，教育上の目的を達成するために必要があると認められる場合には，

第７条の２第１項の規定にかかわらず，他の大学院が開設する授業科目を，当該研究科の

教育課程の一部とみなして，当該研究科及び他の大学院ごとにそれぞれ同一内容の教育課

程を編成することができる。 

２ 前項に規定する教育課程（以下「共同教育課程」という。）を編成する研究科及び他の

大学院（以下「構成大学院」という。）は，当該共同教育課程を編成し，及び実施するた

めの協議の場を設けるものとする。 

（教育方法） 

第８条 各研究科（教育学研究科を除く。）における教育は，授業科目の授業及び研究指導

により行う。 

２ 前項の授業については，本学学則第３２条の規定を準用する。 

３ 教育学研究科における教育は，授業科目の授業により行う。この場合において，教育学

研究科は，その目的を達成し得る実践的な教育を行うよう専攻分野に応じ事例研究，現地

調査又は双方向若しくは多方向に行われる討論若しくは質疑応答その他の適切な方法に

より授業を行うよう配慮しなければならない。 

４ 前項の授業については，十分な教育効果が得られる専攻分野に関して，当該効果が認め

られる場合に限り，本学学則第３２条第２項の規定を準用することができる。 
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第８条の２ 前条の授業は，教授，准教授，講師又は助教が担当する。 

２ 前条の研究指導は，教授が担当するものとする。ただし，特に必要があるときは，大学

院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）第９条に掲げる資格を有する准教授，専任の

講師又は助教が担当することができる。 

（単位の計算方法） 

第９条 本学大学院における単位の計算方法については，本学学則第３３条の規定を準用す

る。 

（履修方法等） 

第１０条 各研究科における授業科目の内容及び単位数並びに研究指導の内容並びにこれ

らの履修方法については，各研究科において定めるものとする。 

（履修科目の選定） 

第１１条 履修する授業科目の選定は，指導教授の指示に従うものとする。 

（考査及び単位の授与） 

第１２条 学生が一の授業科目を履修した場合には，考査を行い，合格した者に対しては，

単位を与える。 

２ 考査は，試験，研究報告その他の方法により行うものとする。 

第１３条 授業科目の成績は，A，B，C及びDの評語をもって表し，A，B及びCを合格とし，D

を不合格とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，研究科が教育上有益と認めるときは，研究科規程の定めると

ころにより，授業科目の成績を異なる評語で表すことができる。 

３ 不合格の授業科目については，再試験を行うことがある。 

（教育方法の特例） 

第１４条 本学大学院の課程において，教育上特別の必要があると認める場合には，夜間そ

の他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により，教育を

行うことができる。 

（成績評価基準等の明示等） 

第１４条の２ 各研究科は，学生に対して，授業及び研究指導の方法及び内容並びに１年間

の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 各研究科は，学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては，客観

性及び厳格性を確保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当

該基準にしたがって適切に行うものとする。 
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（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第１４条の３ 各研究科は，当該研究科の授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るた

めの組織的な研修及び研究を実施するものとする。 

（他の研究科等における履修等） 

第１５条 学長は，第１１条に規定する履修科目の選定に当たって指導教授が教育上必要と

認めるときは，所属研究科の教授会の議を経て，他の専攻又は研究科の授業科目を指定し

て，履修させることができる。 

２ 前項に規定する他の研究科の授業科目の履修については，あらかじめ当該他研究科と協

議の上，実施するものとする。 

３ 前２項の規定により履修した授業科目の修得単位は，各研究科の定めるところにより，

第１８条，第１９条又は第２０条に規定する単位とすることができる。 

（他の大学院における授業科目の履修等） 

第１５条の２ 学生が他の大学院の授業科目を履修することが教育上有益であると各研究

科において認めるときは，あらかじめ当該他の大学院と協議の上，学生が当該他の大学院

の授業科目を履修することを認めることができる。 

２ 前項の規定に基づき学生が履修した授業科目について修得した単位は，１０単位（教育

学研究科にあっては，修了要件として定める単位数の２分の１）を超えない範囲で本学大

学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

３ 前２項の規定は，学生が，第１６条の規定により外国の大学院に留学する場合，外国の

大学院が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場合，外国の大学院の

教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設

であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国に

おいて履修する場合及び国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実

施に伴う特別措置法（昭和５１年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１２

月１１日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学（以下「国際連合大学」と

いう。）の教育課程における授業科目を履修する場合について準用する。ただし，教育学

研究科にあっては，外国の大学院が行う通信教育における授業科目を我が国において履修

する場合については，準用しない。 

（入学前の既修得単位の認定） 

第１５条の３ 学生が本学大学院に入学する前に次の各号の一に該当する単位を有する場

合において，教育上有益であると認めるときは，その単位を入学した後の本学大学院にお
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ける授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

(1) 大学院（外国の大学院を含む。）において履修した授業科目について修得した単位 

(2) 大学院設置基準第１５条の規定により準用する大学設置基準（昭和３１年文部省令

第２８号）第３１条第１項に規定する科目等履修生として修得した単位 

２ 前項の規定により修得したものとみなし，又は与えることのできる単位数は，転入学等

の場合を除き，本学大学院において修得した単位以外のものについては，１０単位を超え

ないものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず，教育学研究科にあっては，第１項の規定により修得したもの

とみなし，又は与えることのできる単位数は，転入学等の場合を除き，本学大学院におい

て修得した単位以外のものについては，前条第２項及び第３項の規定により本学大学院に

おいて修得したものとみなす単位数及び第２０条の２第２項の規定により免除する単位

数と合わせて修了要件として定める単位数の２分の１を超えないものとする。 

（留学及び長期にわたる教育課程の履修） 

第１６条 本学大学院の学生の留学及び長期にわたる教育課程の履修については，本学学則

第２４条及び第３９条の規定を準用する。この場合において，第３９条中「第４条に規定

する修業年限」とあるのは「標準修業年限」と，同条中「卒業」とあるのは「課程を修了」

と読み替えるものとする。 

（他の大学院等における研究指導） 

第１７条 学長は，所属研究科の教授会の議を経て教育上有益と認めるときは，他の大学院

又は研究所等とあらかじめ協議の上学生が，当該他大学院又は研究所等において必要な研

究指導を受けることを認めることができる。ただし，修士課程及び博士前期課程の学生に

ついて認める場合には，当該研究指導を受ける期間は，１年を超えないものとする。 

２ 前項に規定する研究指導が外国において行われる場合は，これを留学として取り扱い，

その期間は第１８条，第１９条又は第２０条に規定する在学期間に算入する。 

（履修科目の登録の上限） 

第１７条の２ 教育学研究科は，学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，

学生が１年間又は１学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定める

ものとする。 

 （共同教育課程に係る単位の認定等） 

第１７条の３ 共同教育課程を編成する研究科は，学生が他の大学院において履修した当該

共同教育課程に係る授業科目について修得した単位を，当該研究科における共同教育課程
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に係る授業科目の履修により修得したものとみなすものとする。 

２ 共同教育課程を編成する研究科は，学生が他の大学院において受けた当該共同教育課程

に係る研究指導を，当該研究科において受けた共同教育課程に係るものとみなすものとす

る。 

第３章 課程の修了要件及び学位の授与 

（修士課程及び博士前期課程の修了要件） 

第１８条 多文化社会学研究科多文化社会学専攻の修士課程の修了要件は，当該課程に２年

以上在学し，３４単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，修士論文の審査及び

最終試験に合格することとする。 

２ 医歯薬学総合研究科保健学専攻及び災害・被ばく医療科学共同専攻の修士課程並びに博

士前期課程の修了の要件は，当該課程に２年（２年以外の標準修業年限を定める学生の履

修上の区分にあっては，当該標準修業年限）以上在学し，研究科規程に定める単位数以上

を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，当該修士課程の目的に応じ，修士論文又は

特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格することとする。ただし，在

学期間に関しては，優れた業績を上げた者については，１年以上在学すれば足りるものと

する。 

３ 第５条第４項に規定する熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバルヘルス専攻熱帯

医学コースの博士前期課程の修了の要件は，当該課程に１年以上在学し，３０単位以上を

修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，特定の課題についての研究の成果又は修士論

文の審査及び最終試験に合格することとする。 

４ 第５条第４項に規定する熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバルヘルス専攻の熱

帯医学サテライトコース，国際健康開発コース，国際健康開発サテライトコース，ヘルス

イノベーションコース及びヘルスイノベーションサテライトコースの博士前期課程の修

了の要件は，当該課程に２年以上在学し，３０単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導

を受けた上，特定の課題についての研究の成果又は修士論文の審査及び最終試験に合格す

ることとする。 

５ 共同教育課程である修士課程の修了要件は，第１項に定めるもののほか，それぞれの構

成大学院において当該共同教育課程に係る授業科目の履修により１０単位以上を修得す

ることとする。ただし，当該単位数には，第１５条から第１５条の３まで及び第１７条の

３の規定により修得した単位，修得したものとみなすことができる単位又はみなすものと

する単位を含まないものとする。 
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第１８条の２ 前条第１項の規定にかかわらず，第３条第２項に規定する博士課程の博士前

期課程の修了の要件は，当該博士課程の博士前期課程及び博士後期課程を通じて一貫した

人材養成上の目的を有する研究科規程に定める学生の履修上の区分において，当該目的を

達成するために必要と認められる場合には，前条第１項に規定する修士論文又は特定の課

題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格することに代えて，次に掲げる試験及

び審査に合格することとすることができる。 

(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連する分野の

基礎的素養であって当該博士前期課程において修得し，又は涵養すべきものについての

試験 

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該博士前期課

程において修得すべきものについての審査 

（博士後期課程の修了要件） 

第１９条 博士後期課程の修了の要件は，当該課程に３年（専門職大学院設置基準（平成１

５年文部科学省令第１６号）第１８条第１項の法科大学院の課程を修了した者にあっては，

２年）以上在学し，経済学研究科経営意思決定専攻にあっては２４単位以上を，工学研究

科生産システム工学専攻及び水産・環境科学総合研究科環境海洋資源学専攻にあっては１

５単位以上を，医歯薬学総合研究科生命薬科学専攻にあっては１６単位以上を，熱帯医

学・グローバルヘルス研究科グローバルヘルス専攻にあっては１６単位以上を修得し，か

つ，必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。た

だし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた者については，１年以上在学すれば

足りるものとする。 

２ 大学院設置基準第１６条ただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修了した

者（第１８条第１項ただし書の規定による在学期間をもって修士課程又は博士前期課程を

修了した者を含む。）については，前項ただし書中「１年」とあるのは「３年から当該課

程における在学期間（２年を限度とする。）を減じた期間とする。」と読み替えて，同項

ただし書の規定を適用する。 

３ 次の各号の一に該当する者については，第１項ただし書中「１年」とあるのは「３年か

ら当該１年以上２年未満の期間を減じた期間」と読み替えて，同項ただし書の規定を適用

する。 

(1) 大学院設置基準第３条第３項の規定により標準修業年限を１年以上２年未満とした

修士課程（第５条第４項に規定する熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバルヘル
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ス専攻熱帯医学コースの修士課程を含む。）を修了した者 

(2) 専門職大学院設置基準第２条第２項の規定により標準修業年限を１年以上２年未満

とした専門職学位課程（第５条第１項ただし書の規定により標準修業年限を１年以上２

年未満とした教育学研究科教職実践専攻の専門職学位課程を含む。）を修了した者 

（博士課程の修了要件） 

第２０条 工学研究科グリーンシステム創成科学専攻及び水産・環境科学総合研究科海洋フ

ィールド生命科学専攻の博士課程の修了の要件は，当該課程に５年以上在学し，４５単位

以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査及び最終試験に合格す

るものとする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた者については，３

年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 医歯薬学総合研究科医療科学専攻，新興感染症病態制御学系専攻，放射線医療科学専攻

及び先進予防医学共同専攻の博士課程の修了の要件は，当該課程に４年以上在学し，研究

科規程に定める単位数以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査

及び最終試験に合格するものとする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上

げた者については，３年以上在学すれば足りるものとする。 

３ 共同教育課程である博士課程の修了の要件は，前項に定めるもののほか，それぞれの構

成大学院において当該共同教育課程に係る授業科目の履修により１０単位以上を修得す

るものとする。ただし，当該単位数には，第１５条から第１５条の３まで及び第１７条の

３の規定により修得した単位，修得したものとみなすことができる単位又はみなすものと

する単位を含まないものとする。 

（教職大学院の課程の修了要件） 

第２０条の２ 教職大学院の課程の修了の要件は，当該課程に２年（２年以外の標準修業年

限を定める学生の履修上の区分にあっては，当該標準修業年限）以上在学し，４５単位以

上（高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員に係る実践的な能力を培うことを目

的として幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校（以下「小

学校等」という。）その他の関係機関で行う実習に係る１０単位以上を含む。）を修得す

ることとする。ただし，研究科において必要と認めるときは，在学期間及び修了要件単位

に加え，修了の要件を課すことができる。 

２ 学長は，教育学研究科教授会の議を経て教育上有益であると認めるときは，教職大学院

の課程に入学する前の小学校等の教員としての実務の経験を有する者について，１０単位

を超えない範囲で，前項に規定する実習により修得する単位の全部又は一部を免除するこ
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とができる。 

（教職大学院の課程における在学期間の短縮） 

第２０条の３ 学長は，教育学研究科教授会の議を経て第１５条の３第１項の規定により本

学大学院に入学する前に修得した単位（学校教育法第１０２条第１項の規定により入学資

格を有した後，修得したものに限る。）を教職大学院の課程において修得したものとみな

す場合であって当該単位の修得により本学大学院の教育課程の一部を履修したと認める

ときは，当該単位数，その修得に要した期間その他を勘案して当該課程の標準修業年限の

２分の１を超えない範囲で本学大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。

ただし，この場合においても，当該教職大学院の課程に少なくとも１年以上在学するもの

とする。 

（学位の授与） 

第２１条 修士課程，博士課程又は専門職学位課程の修了要件を満たした者には，所属研究

科教授会の議を経て，学長（医歯薬学総合研究科の災害・被ばく医療科学共同専攻及び先

進予防医学共同専攻にあっては，各共同専攻の教育課程を構成する大学の長）が課程の修

了を認定し，修士若しくは博士の学位又は専門職学位を授与する。 

２ 前項に定めるもののほか，博士課程（医歯薬学総合研究科の博士課程を除く。）におい

て，第１８条第１項又は第１８条の２に規定する修士課程の修了要件を満たした者には，

所属研究科教授会の議を経て，学長が修士の学位を授与することができる。 

第２２条 前条の学位の授与に関し必要な事項については，長崎大学学位規則（平成１６年

規則第１１号）の定めるところによる。 

第４章 入学，転学，休学，退学，再入学等 

（入学の時期） 

第２３条 学生の入学の時期は，学年の始めとする。ただし，後期の始めに入学させること

ができる。 

（修士課程，博士前期課程及び専門職学位課程の入学資格） 

第２４条 修士課程，博士前期課程（第５条第４項に規定する熱帯医学・グローバルヘルス

研究科グローバルヘルス専攻熱帯医学コース及び熱帯医学サテライトコースを除く。）及

び専門職学位課程に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１０４条第４項の規定により学士の学位

を授与された者 
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(3) 外国において，学校教育における１６年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

(5) 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１

６年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育

制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当

該課程を修了した者 

(6)  外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について，当

該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ず

るものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において，修業年限が３年以

上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が

国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修

了することを含む。）により，学士の学位に相当する学位を授与された者 

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

(8) 文部科学大臣の指定した者（昭和２８年文部省告示第５号） 

(9) 学校教育法第１０２条第２項の規定により他の大学院に入学した者であって，各研

究科において，本学大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(10) 各研究科において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で，２２歳に達したもの 

２ 第５条第４項に規定する熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバルヘルス専攻熱帯

医学コース及び熱帯医学サテライトコースに入学することのできる者は，前項各号のいず

れかに該当し，かつ，医師の免許（外国における医師の免許を含む。）取得後２年以上の

臨床経験を有する者又はこれに相当する能力を有すると研究科が認めた者とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず，文部科学大臣の定めるところにより，大学に文部科学大臣

の定める年数以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含む。）

であって，各研究科において，当該研究科の定める単位を優秀な成績で修得したと認める

ものを，本学大学院に入学させることができる。 

（博士後期課程の入学資格） 
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第２５条 博士後期課程に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者と

する。 

(1) 修士の学位又は専門職学位を有する者 

(2) 外国において，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課

程を修了し，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(5) 国際連合大学の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 外国の学校，第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し，

大学院設置基準第１６条の２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し，修士の

学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者 

(7) 文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告示第１１８号） 

(8) 各研究科において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位を有す

る者と同等以上の学力があると認めた者で，２４歳に達したもの 

（博士課程の入学資格） 

第２６条 工学研究科及び水産・環境科学総合研究科の博士課程に入学することのできる者

は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において，学校教育における１６年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

(5) 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１

６年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育

制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当

該課程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について，当

該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ず

るものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において，修業年限が３年以
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上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が

国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修

了することを含む。）により，学士の学位に相当する学位を授与された者 

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

(8) 文部科学大臣の指定した者（昭和２８年文部省告示第５号） 

(9) 学校教育法第１０２条第２項の規定により他の大学院に入学した者であって，各研

究科において，本学大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(10) 各研究科において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で，２２歳に達したもの 

２ 医歯薬学総合研究科医療科学専攻，新興感染症病態制御学系専攻，放射線医療科学専攻

及び先進予防医学共同専攻の博士課程に入学することのできる者は，次の各号のいずれか

に該当する者とする。 

(1) 大学（医学，歯学，修業年限６年の薬学又は獣医学を履修する課程に限る。）を卒

業した者 

(2) 外国において，学校教育における１８年の課程（最終の課程は医学，歯学，薬学又

は獣医学）を修了した者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１８年の課程（最終の課程は医学，歯学，薬学又は獣医学）

を修了した者 

(4) 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１

８年の課程（最終の課程は医学，歯学，薬学又は獣医学）を修了したとされるものに限

る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設で

あって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(5) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について，当

該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ず

るものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において，修業年限が５年以

上である課程（医学，歯学，薬学又は獣医学を履修する課程に限る。）を修了すること

（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することに



- 17 -

より当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教

育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）により，

学士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 文部科学大臣の指定した者（昭和３０年文部省告示第３９号） 

(7) 学校教育法第１０２条第２項の規定により他の大学院に入学した者であって，研究

科において，本学大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(8) 研究科において，個別の入学資格審査により，第１号に規定する大学を卒業した者

と同等以上の学力があると認めた者で，２４歳に達したもの 

３ 前２項の規定にかかわらず，文部科学大臣の定めるところにより，大学に文部科学大臣

の定める年数以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含む。）

であって，各研究科において，当該研究科の定める単位を優秀な成績で修得したと認める

ものを，本学大学院に入学させることができる。 

（入学志願の手続） 

第２７条 入学志願者は，所定の手続により願い出なければならない。 

（選抜試験） 

第２８条 入学志願者に対しては，長崎大学入学者選抜規則（平成１６年規則第１６号）の

定めるところにより，選抜試験を行う。 

（合格者の決定） 

第２９条 前条の選抜による合格者の決定は，各研究科教授会の議を経て，学長が行う。 

（入学手続及び入学許可） 

第３０条 第２８条に規定する入学者選抜の結果に基づき，合格の通知を受けた者の入学の

手続及び入学の許可については，本学学則第１８条及び第１９条の規定を準用する。 

（転入学等） 

第３１条 次の各号のいずれかに該当する者が，転入学又は転科を願い出たときは，学期の

始めに限り，選考の上，許可することがある。 

(1) 他の大学院に在学する者又は修了し，若しくは退学した者で転入学を志望するもの 

(2) 他の研究科に在学する者又は修了し，若しくは退学した者で転科を志望するもの 

(3) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課

程に在学する者又は当該課程を修了し，若しくは退学した者（第２４条から第２６条に

規定する入学資格を有する者に限る。）で転入学を志望するもの 
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(4) 国際連合大学の課程に在学する者又は当該課程を修了し，若しくは退学した者で転

入学を志望するもの 

２ 前項により転入学又は転科を許可された者の既に履修した授業科目及び修得した単位

並びに在学年数の認定は，所属研究科の教授会の議を経て，学長が決定する。 

３ 前２項の規定は，専攻を変更する場合に準用する。 

第３２条 前条第１項による転入学願又は転科願は，所属の学長又は研究科長の紹介状を添

えて，志願する研究科長に提出するものとする。 

第３３条 本学大学院の学生が，他の大学院に転学しようとするときは，指導教授を経て，

研究科長に転学願を提出するものとする。 

２ 学長は，所属研究科の教授会の議を経て転学の事由が適当であると認めたときは，その

転学を許可することができる。 

３ 前２項の規定は，他の研究科に転科を志望する場合にこれを準用する。 

（休学） 

第３４条 休学に関しては，本学学則第２１条から第２３条までの規定を準用する。 

２ 休学期間は，通算して，標準修業年限を超えることができない。 

（退学） 

第３５条 退学に関しては，本学学則第２５条の規定を準用する。 

（再入学） 

第３６条 再入学に関しては，本学学則第２７条の規定を準用する。ただし，修士課程，博

士前期課程及び専門職学位課程にあっては２年以内に，博士後期課程にあっては３年以内

に，工学研究科グリーン創成科学専攻及び水産・環境科学総合研究科海洋フィールド生命

科学専攻の博士課程にあっては５年以内に，医歯薬学総合研究科医療科学専攻，新興感染

症病態制御学系専攻，放射線医療科学専攻及び先進予防医学共同専攻の博士課程にあって

は４年以内に，再入学を願い出た場合に限る。 

（進学） 

第３７条 本学の大学院修士課程，博士前期課程及び専門職学位課程を修了し，引き続き博

士課程（経済学研究科，工学研究科生産システム工学専攻，水産・環境科学総合研究科環

境海洋資源学専攻，医歯薬学総合研究科生命薬科学専攻及び熱帯医学・グローバルヘルス

研究科グローバルヘルス専攻にあっては，博士後期課程）に進学を志願する者については，

各研究科規程の定めるところにより，選考の上，進学を許可する。 

第５章 除籍，表彰及び懲戒 
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（除籍，表彰及び懲戒） 

第３８条 除籍，表彰及び懲戒に関しては，本学学則第２８条，第４９条及び第５０条の規

定を準用する。 

第６章 検定料，入学料及び授業料 

（検定料等の額及びその徴収方法等） 

第３９条 検定料，入学料及び授業料の額並びに徴収方法等は，長崎大学授業料，入学料，

検定料及び寄宿料徴収規程（平成１６年規程第９２号）の定めるところによる。 

（料金の返還） 

第４０条 既納の料金は，返還しない。ただし，次の各号の一に該当する場合は，当該料金

の相当額（第２号の場合にあっては後期分の授業料相当額，第３号の場合にあっては退学

した翌月以降の授業料相当額をいう。）を返還するものとする。 

(1) 入学を許可されるときに前期分又は前期分及び後期分の授業料を納入した者が，入

学年度の前年度の３月３１日までに入学を辞退し，授業料の返還を申し出たとき。 

(2) 前期分の授業料納入の際に後期分の授業料を併せて納入した者が，後期分の授業料

の納入時期前に休学又は退学したとき。 

(3) 授業料を納入した研究生が，在学期間の中途で退学し，授業料の返還を申し出たと

き。 

第４１条 入学料の免除及び徴収猶予，授業料の納期並びに授業料の免除及び徴収猶予並び

に休学，退学，転学等に係る授業料については，本学学則第５３条から第５８条までの規

定を準用する。 

第７章 科目等履修生，研究生，特別聴講学生，特別研究学生，特別の課程及び外国

人留学生 

（科目等履修生） 

第４２条 本学大学院の学生以外の者で，本学大学院が開設する授業科目のうち一又は複数

の授業科目について履修を希望するものがあるときは，選考の上，科目等履修生として入

学を許可することがある。 

２ 科目等履修生に関する規則は，別に定める。 

（研究生） 

第４３条 本学大学院において特殊の事項について研究を希望する者があるときは，選考の

上，研究生として入学を許可することがある。 

２ 研究生に関する規則は，別に定める。 
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（特別聴講学生） 

第４４条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で，本学大学院の特定の授業科目を

履修することを希望するものがあるときは，当該他大学院との協議に基づき，特別聴講学

生として入学を許可することがある。 

２ 特別聴講学生に係る検定料及び入学料は，徴収しない。 

３ 特別聴講学生に係る授業料については，科目等履修生と同様とする。 

４ 前項の規定にかかわらず，特別聴講学生が大学間交流協定において授業料を徴収しない

こととしている外国の大学院の学生又は大学間相互単位互換協定において授業料を徴収

しないこととしている大学院の学生であるときは，授業料を徴収しない。 

５ 既納の授業料は，返還しない。 

６ 実験，実習に要する実費は，必要に応じ特別聴講学生の負担とする。 

（特別研究学生） 

第４５条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で，本学大学院又は研究所等におい

て研究指導を受けようとするものがあるときは，当該他大学院との協議に基づき，特別研

究学生として入学を許可することがある。 

２ 特別研究学生に係る検定料及び入学料は，徴収しない。 

３ 特別研究学生に係る授業料については，研究生と同様とする。 

４ 前項の規定にかかわらず，特別研究学生が大学間交流協定において授業料を徴収しない

こととしている外国の大学院の学生又は大学間特別研究学生交流協定において授業料を

徴収しないこととしている大学院の学生であるときは，授業料を徴収しない。 

５ 既納の授業料は，返還しない。 

６ 実験，実習に要する実費は，必要に応じ特別研究学生の負担とする。 

（特別の課程） 

第４５条の２ 学長は，本学大学院の学生以外の者を対象とした特別の課程を編成し，これ

を修了した者に対し，修了の事実を証する証明書を交付することができる。 

２ 本学大学院の学生が前項に規定する特別の課程を履修することが教育上有益であると

認めるときは，当該課程を履修させることができる。 

（外国人留学生） 

第４６条 外国人留学生として本学大学院に入学を志願する者があるときは，選考の上，入

学を許可することがある。 

２ 外国人留学生に関する規則は，別に定める。 
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第８章 教員の免許状授与の所要資格の取得 

（教員の免許状授与の所要資格の取得） 

第４７条 各研究科の専攻において，教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）及び教

育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定める所要の単位を取得した者

は，教員の免許状授与の所要資格を取得することができる。 

２ 前項の規定により所要資格を取得できる教員の免許状の種類は，別表第２のとおりとす

る。 

   第９章 国際連携専攻 

（教育課程等） 

第４８条 国際連携専攻は，当該専攻の教育上の目的を達成するために必要な授業科目又は

研究指導の計画を策定し，体系的に教育課程を編成するものとする。 

２ 国際連携専攻における教育は，授業科目の授業又は研究指導により行う。 

３ 単位の計算方法，履修方法及び履修科目の選定については，第９条，第１０条及び第１

１条の規程に規定にかかわらず，国際連携専攻を設ける研究科と連携する外国の大学院

（以下「連携外国大学院」という。）との協議の上，別に定める。 

（課程の修了要件及び学位の授与） 

第４９条 国際連携専攻の修了要件は，当該課程に３年（専門職大学院設置基準（平成１５

年文部科学省令第１６号）第１８条第１項の法科大学院の課程を修了した者にあっては，

２年）以上在学し，所定の単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論

文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究

業績を上げた者については，１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 熱帯医学・グローバルヘルス研究科長崎大学－ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院国際

連携グローバルヘルス専攻については，前項の規定にかかわらず，修士の学位若しくは専

門職学位を有する者又は第２５条の規定により大学院への入学資格に関し修士の学位若

しくは専門職学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が入学した場合は，

博士課程に３年(法科大学院の課程を修了した者にあっては３年)以上在学し，必要な研究

指導を受けた上，博士論文の審査及び試験に合格することとする。 

第５０条 学位の審査及び学位授与等については，連携外国大学院との協議の上，別に定

める。 

（入学，進学等） 

第５１条 国際連携専攻の入学時期は，第２３条を準用する。 
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第５２条 国際連携専攻の入学資格は，第２４条及び第２５条に定めるもののほか，連携外

国大学院との協議の上，別に定める。 

第５３条 国際連携専攻の入学志願の手続，選抜試験，合格者の決定，入学手続及び入学の

許可については，連携外国大学院との協議の上，別に定める。 

第５４条 本学の大学院修士課程，博士前期課程及び専門職学位課程を修了し，引き続き博

士課程国際連携専攻（熱帯医学・グローバルヘルス研究科長崎大学－ロンドン大学衛生・

熱帯医学大学院国際連携グローバルヘルス専攻にあっては，博士後期課程）に進学を志願

する者については，連携外国大学院と協議し，選考の上，進学を許可する。 

（除籍，表彰及び懲戒） 

第５５条 国際連携専攻の学生の除籍，表彰及び懲戒については，第３８条の規定によるも

ののほか，連携外国大学院との協議の上，別に定める。 

（検定料，入学料及び授業料） 

第５６条 国際連携の検定料，入学料及び授業料については，第３９条，第４０条及び第４

１条に定めるもののほか，連携外国大学院との協議の上，別に定める。 

 （協議等） 

第５７条 本則に定めるもののほか，国際連携専攻に係る次の各号に掲げる事項については，

連携外国大学院との協議の上，別に定める。 

（１）教育課程の編成に関する事項 

（２）教育組織の編成に関する事項 

（３）学生の在籍の管理及び安全に関する事項 

（４）学生の奨学及び厚生補導に関する事項 

（５）教育研究活動等の状況の評価に関する事項 

（６）その他国際連携専攻に関する事項 

第１０章 雑則 

（補則） 

第５８条 この学則に定めるもののほか，研究科に関し必要な事項は，研究科長が学長の承

認を得て，定めることができる。 

第５９条 この学則に定めるもののほか，本学大学院の学生に関し必要な事項は，本学学則

を準用する。 

第６０条 本学学則をこの学則に準用する場合は，「学部」を「研究科」，「学部長」を「研

究科長」と，それぞれ読み替えるものとする。 
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附 則 

１ この学則は，平成１６年４月１日から施行する。 

２ 長崎大学大学院学則（昭和４１年学則第１号）は，廃止する。 

３ 平成１６年３月３１日現在大学院に在学している者（以下この項において「在学者」と

いう。）及び平成１６年４月１日以後において在学者の属する年次に転入学又は再入学す

る者については，旧長崎大学大学院学則は，この学則の施行後も，なおその効力を有する。 

附 則（平成１７年９月２２日学則第４号） 

この学則は，平成１７年９月２２日から施行し，改正後の長崎大学大学院学則の規定は，

平成１７年４月１日から適用する。 

附 則（平成１７年１２月２２日学則第６号） 

この学則は，平成１７年１２月２２日から施行する。 

附 則（平成１８年３月２２日学則第２号） 

１ この学則は，平成１８年４月１日から施行する。 

２ 生産科学研究科及び医歯薬学総合研究科の収容定員は，改正後の別表第１生産科学研究

科の項，同表医歯薬学総合研究科の項及び同表合計の項の規定にかかわらず，平成１８年

度については，次のとおりとする。 

研究科 専攻 修士課程及び博士前期

課程 

博士課程及び博士後期

課程 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

生産科学研

究科 

機械システム工学専攻 ３０ ５７

電気情報工学専攻 ５２ １０４

環境システム工学専攻 ３６ ６８

物質工学専攻 ３８ ６５

水産学専攻 ３７ ７９

環境共生政策学専攻 ８ １６

環境保全設計学専攻 １７ ３４

システム科学専攻     １１ ３３
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海洋生産科学専攻     １５ ４５

物質科学専攻     １４ ４２

環境科学専攻     ８ ２４

小計 ２１８ ４２３ ４８ １４４

医歯薬学総

合研究科 

熱帯医学専攻 １２ １２

保健学専攻 １２ １２

医療科学専攻     ７７ ３０７

新興感染症病態制御学

系専攻 

    ２４ ９３

放射線医療科学専攻     １１ ４４

生命薬科学専攻 ５３ １０６ ２３ ６９

小計 ７７ １３０ １３５ ５１３

合計 ３４８ ６５９ １８６ ６６６

附 則（平成１８年１０月２７日学則第６号） 

この学則は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月２２日学則第２号） 

この学則は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年１２月２１日学則第４号） 

この学則は，平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年１２月２６日学則第５号） 

この学則は，平成１９年１２月２６日から施行する。 

附 則（平成２０年２月２２日学則第３号） 

１ この学則は，平成２０年４月１日から施行する。 

２ 教育学研究科，医歯薬学総合研究科及び国際健康開発研究科の収容定員は，改正後の別

表第１の教育学研究科の項，同表医歯薬学総合研究科の項，同表国際健康開発研究科の項

及び同表合計の項の規定にかかわらず，平成２０年度及び平成２１年度については，次の
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とおりとする。 

(1) 平成２０年度 

研究科 専攻 修士課程及び博

士前期課程 

博士課程及び

博士後期課程 

専門職学位課

程 

入学定

員 

収容定

員 

入学

定員 

収容

定員 

入学

定員 

収容

定員 

教育学研究

科 

教科実践専攻 １８ １８

教職実践専攻         ２０ ２０

小計 １８ １８     ２０ ２０

医歯薬学総

合研究科 

熱帯医学専攻 １２ １２

保健学専攻 １２ ２４

医療科学専攻     ７７ ３０

８

新興感染症病態制御学

系専攻 

    ２４ ９６

放射線医療科学専攻     １１ ４４

生命薬科学専攻 ５３ １０６ １８ ６４

小計 ７７ １４２ １３

０

５１

２

国際健康開

発研究科 

国際健康開発専攻 １０ １０

小計 １０ １０

合計 ３３８ ６３６ １８

１

６６

５

２０ ２０

(2) 平成２１年度 
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研究科 専攻 修士課程及び博

士前期課程 

博士課程及び

博士後期課程 

専門職学位課

程 

入学定

員 

収容定

員 

入学

定員 

収容

定員 

入学

定員 

収容

定員 

医歯薬学総

合研究科 

熱帯医学専攻 １２ １２

保健学専攻 １２ ２４

医療科学専攻     ７７ ３０

８

新興感染症病態制御学

系専攻 

    ２４ ９６

放射線医療科学専攻     １１ ４４

生命薬科学専攻 ５３ １０６ １８ ５９

小計 ７７ １４２ １３

０

５０

７

合計 ３３８ ６６４ １８

１

６６

０

２０ ４０

３ 教育学研究科の学校教育専攻及び教科教育専攻は，改正後の第３条第１項及び別表第１

の規定にかかわらず，平成２０年３月３１日に当該専攻に在学する学生が当該専攻に在学

しなくなるまでの間，存続するものとし，その収容定員は，次のとおりとする。 

専攻 平成２０年度 

学校教育専攻 ６

教科教育専攻 ３２

附 則（平成２０年１０月２４日学則第４号） 

この学則は，平成２０年１１月１日から施行する。 

附 則（平成２１年２月２７日学則第２号） 
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１ この学則は，平成２１年４月１日から施行する。 

２ 医歯薬学総合研究科の収容定員は，改正後の別表第１医歯薬学総合研究科の項及び同表

合計の項の規定にかかわらず，平成２１年度から平成２３年度までについては，次のとお

りとする。 

(1) 平成２１年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定員 収容定員 

医歯薬学総

合研究科 

熱帯医学専

攻 

１２ １２

保健学専攻 １２ ２４

医療科学専

攻 

    ６２ ２９３

新興感染症

病態制御学

系専攻 

    ２０ ９２

放射線医療

科学専攻 

    ８ ４１

生命薬科学

専攻 

５３ １０６ １８ ５９

小計 ７７ １４２ １０８ ４８５

合計 ３３８ ６６４ １５９ ６３８ ２０ ４０

(2) 平成２２年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 
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入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定員 収容定員 

医歯薬学総

合研究科 

熱帯医学専

攻 

１２ １２

保健学専攻 １２ ２４

医療科学専

攻 

    ６２ ２７８

新興感染症

病態制御学

系専攻 

    ２０ ８８

放射線医療

科学専攻 

    ８ ３８

生命薬科学

専攻 

５３ １０６ １８ ５４

小計 ７７ １４２ １０８ ４５８

合計 ３３８ ６６４ １５９ ６１１ ２０ ４０

(3) 平成２３年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定員 収容定員 

医歯薬学総

合研究科 

熱帯医学専

攻 

１２ １２

保健学専攻 １２ ２４

医療科学専     ６２ ２６３
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攻 

新興感染症

病態制御学

系専攻 

    ２０ ８４

放射線医療

科学専攻 

    ８ ３５

生命薬科学

専攻 

５３ １０６ １８ ５４

小計 ７７ １４２ １０８ ４３６

合計 ３３８ ６６４ １５９ ５８９ ２０ ４０

附 則（平成２１年７月２４日学則第４号） 

この学則は，平成２１年７月２４日から施行する。 

附 則（平成２２年２月２６日学則第２号） 

１ この学則は，平成２２年４月１日から施行する。 

２ 医歯薬学総合研究科の収容定員は，改正後の別表第１医歯薬学総合研究科の項及び同表

合計の項の規定にかかわらず，平成２２年度及び平成２３年度については，次のとおりと

する。 

(1) 平成２２年度 

研究

科 

専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員

医歯

薬学

総合

研究

科 

熱帯医学専攻 １２ １２

保健学専攻 １２ ２４

医療科学専攻     ６２ ２７８

新興感染症病態

制御学系専攻 

    ２０ ８８
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放射線医療科学

専攻 

    ８ ３８

生命薬科学専攻 ３６ ３６ １８ ５４

小計 ６０ ７２ １０８ ４５８

合計 ３２１ ５９４ １５９ ６１１ ２０ ４０

(2) 平成２３年度 

研究

科 

専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員

医歯

薬学

総合

研究

科 

熱帯医学専攻 １２ １２

保健学専攻 １２ ２４

医療科学専攻     ６２ ２６３

新興感染症病態

制御学系専攻 

    ２０ ８４

放射線医療科学

専攻 

    ８ ３５

生命薬科学専攻 ３６ ７２ １８ ５４

小計 ６０ １０８ １０８ ４３６

合計 ３２１ ６３０ １５９ ５８９ ２０ ４０

３ 医歯薬学総合研究科生命薬科学専攻の博士前期課程は，改正後の第３条第１項及び別表

第１の規定にかかわらず，平成２２年３月３１日に当該課程に在学する学生が当該課程に

在学しなくなるまでの間，存続するものとし，その収容定員は，次のとおりとする。 

専攻 課程 平成２２年度 

生命薬科学専攻 博士前期課程 ５３
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附 則（平成２２年７月１５日学則第３号） 

この学則は，平成２２年７月１５日から施行する。 

附 則（平成２３年２月２４日学則第１号） 

この学則は，平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年２月２４日学則第２号） 

１ この学則は，平成２３年４月１日から施行する。 

２ 工学研究科及び水産・環境科学総合研究科の収容定員は，改正後の別表第１工学研究科，

水産・環境科学総合研究科の項及び同表合計の項の規定にかかわらず，平成２３年度から

平成２６年度については，次のとおりとする。 

(1) 平成２３年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

工学研

究科 

総合工学専攻 ２００ ２００

生産システム工学専

攻 

    １０ １０

グリーンシステム創

成科学専攻 

    ５ ５

小計 ２００ ２００ １５ １５

水産・

環境科

学総合

研究科 

水産学系専攻 ３５ ３５

環境共生政策学専攻 ８ ８

環境保全設計学専攻 １７ １７

環境海洋資源学専攻     １２ １２

海洋フィールド生命

科学専攻 

    ５ ５
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小計 ６０ ６０ １７ １７

合計 ３６３ ６７２ １４３ ５７３ ２０ ４０

(2) 平成２４年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

工学研

究科 

総合工学専攻 ２００ ４００

生産システム工学専

攻 

    １０ ２０

グリーンシステム創

成科学専攻 

    ５ １０

小計 ２００ ４００ １５ ３０

水産・

環境科

学総合

研究科 

水産学系専攻 ３５ ７０

環境共生政策学専攻 ８ １６

環境保全設計学専攻 １７ ３４

環境海洋資源学専攻     １２ ２４

海洋フィールド生命

科学専攻 

    ５ １０

小計 ６０ １２０ １７ ３４

合計 ３６３ ７１４ １４３ ５３５ ２０ ４０

(3) 平成２５年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 
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入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

工学研

究科 

総合工学専攻 ２００ ４００

生産システム工学専

攻 

    １０ ３０

グリーンシステム創

成科学専攻 

    ５ １５

小計 ２００ ４００ １５ ４５

水産・

環境科

学総合

研究科 

水産学系専攻 ３５ ７０

環境共生政策学専攻 ８ １６

環境保全設計学専攻 １７ ３４

環境海洋資源学専攻     １２ ３６

海洋フィールド生命

科学専攻 

    ５ １５

小計 ６０ １２０ １７ ５１

合計 ３６３ ７１４ １４３ ５１９ ２０ ４０

(4) 平成２６年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

工学研

究科 

総合工学専攻 ２００ ４００

生産システム工学専

攻 

    １０ ３０
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グリーンシステム創

成科学専攻 

    ５ ２０

小計 ２００ ４００ １５ ５０

水産・

環境科

学総合

研究科 

水産学系専攻 ３５ ７０

環境共生政策学専攻 ８ １６

環境保全設計学専攻 １７ ３４

環境海洋資源学専攻     １２ ３６

海洋フィールド生命

科学専攻 

    ５ ２０

小計 ６０ １２０ １７ ５６

合計 ３６３ ７１４ １４３ ５２９ ２０ ４０

３ 生産科学研究科は，改正後の長崎大学大学院学則の規定にかかわらず，平成２３年３月

３１日に当該研究科に在学する者が当該研究科に在学しなくなるまでの間，存続するもの

とし，なお従前の例による。 

４ 前項の場合において，別表第１の規定にかかわらず，生産科学研究科の収容定員につい

ては，次のとおりとする。 

専攻 課程 平成２３年

度 

平成２４年

度 

機械システム工学専攻 博士前期課程 ３０

電気情報工学専攻 博士前期課程 ５２

環境システム工学専攻 博士前期課程 ３６

物質工学専攻 博士前期課程 ３８

水産学専攻 博士前期課程 ３７

環境共生政策学専攻 博士前期課程 ８
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環境保全設計学専攻 博士前期課程 １７

システム科学専攻 博士後期課程 ２２ １１

海洋生産科学専攻 博士後期課程 ３０ １５

物質科学専攻 博士後期課程 ２８ １４

環境科学専攻 博士後期課程 １６ ８

附 則（平成２４年２月２４日学則第２号） 

１ この学則は，平成２４年４月１日から施行する。 

２ 医歯薬学総合研究科の収容定員は，改正後の別表第１医歯薬学総合研究科の項及び同表

合計の項の規定にかかわらず，平成２４年度及び平成２５年度については，次のとおりと

する。 

(1) 平成２４年度 

研究科 専攻 修士課程及び博

士前期課程 

博士課程及び博

士後期課程 

専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

医歯薬学

総合研究

科 

熱帯医学専攻 １２ １２

保健学専攻 ２０ ３２

医療科学専攻   ６２ ２４８

新興感染症病態

制御学系専攻 

  ２０ ８０

放射線医療科学

専攻 

  ８ ３２

生命薬科学専攻 ３６ ７２ １０ ４６

小計 ６８ １１６ １００ ４０６

合計 ３７１ ７２２ １３５ ５２７ ２０ ４０



- 36 -

(2) 平成２５年度 

研究科 専攻 修士課程及び博

士前期課程 

博士課程及び博

士後期課程 

専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

医歯薬学

総合研究

科 

熱帯医学専攻 １２ １２

保健学専攻 ２０ ４０

医療科学専攻   ６２ ２４８

新興感染症病態

制御学系専攻 

  ２０ ８０

放射線医療科学

専攻 

  ８ ３２

生命薬科学専攻 ３６ ７２ １０ ３８

小計 ６８ １２４ １００ ３９８

合計 ３７１ ７３０ １３５ ５０３ ２０ ４０

３ 研究科の収容定員は，改正後の別表第１合計の項の規定にかかわらず，平成２６年度に

ついては，次のとおりとする。 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

合計 ３７１ ７３０ １３５ ５０５ ２０ ４０

４ 医歯薬学総合研究科生命薬科学専攻の修士課程は，改正後の長崎大学大学院学則の規定

にかかわらず，平成２４年３月３１日に当該修士課程に在学する学生が当該修士課程に在

学しなくなるまでの間，存続するものとし，なお従前の例による。ただし，改正前の別表

第１の規定は，適用しない。 
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附 則（平成２４年９月２１日学則第３号） 

この学則は，平成２４年９月２１日から施行する。 

附 則（平成２５年２月２２日学則第１号） 

この学則は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年２月２１日学則第２号） 

１ この学則は，平成２６年４月１日から施行する。 

２ 教育学研究科教科実践専攻は，改正後の長崎大学大学院学則の規定にかかわらず，平成

２６年３月３１日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続す

るものとし，その収容定員は，次のとおりとする。 

専攻 課程 平成２６年度 

教科実践専攻 修士課程 １８

３ 教育学研究科の収容定員は，改正後の別表第１教育学研究科の項及び同表合計の項の規

定にかかわらず，平成２６年度については，次のとおりとする。 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

教育学研

究科 

教職実践

専攻 

    ３８ ５８

小計     ３８ ５８

合計 ３５３ ７１２ １３５ ５０５ ３８ ５８

附 則（平成２７年３月２７日学則第３号） 

１ この学則は，平成２７年４月１日から施行する。 

２ 医歯薬学総合研究科熱帯医学専攻は，改正後の長崎大学大学院学則の規定にかかわらず，

当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 工学研究科，水産・環境科学総合研究科及び熱帯医学・グローバルヘルス研究科の収容

定員は，改正後の別表第１工学研究科，水産・環境科学総合研究科及び熱帯医学・グロー

バルヘルス研究科の項及び同表合計の項の規定にかかわらず，平成２７年度及び平成２８

年度については，次のとおりとする。 
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(1) 平成２７年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士前

期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

工学研究

科 

総合工学

専攻 

２２０ ４２０

生産シス

テム工学

専攻 

１５ ３５

グリーン

システム

創成科学

専攻 

５ ２５

小計 ２２０ ４２０ ２０ ６０

水産・環

境科学総

合研究科

水産学専

攻 

３５ ７０

環境科学

専攻 

２５ ２５

環境海洋

資源学専

攻 

１２ ３６

海洋フィ

ールド生

命科学専

攻 

５ ２５

小計 ６０ ９５ １７ ６１
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熱帯医

学・グロ

ーバルヘ

ルス研究

科 

グローバ

ルヘルス

専攻 

２７ ２７

小計 ２７ ２７

合計 ３７８ ７０９ １４０ ５２０ ３８ ７６

(2) 平成２８年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定員 収容定員 入学定員   入学定員 

工学研究

科 

総合工学

専攻 

２２０ ４４０

生産シス

テム工学

専攻 

１５ ４０

グリーン

システム

創成科学

専攻 

５ ２５

小計 ２２０ ４４０ ２０ ６５

合計 ３７８ ７４４ １４０ ５２５ ３８ ７６

４ 水産・環境科学総合研究科の環境共生政策学専攻及び環境保全設計学専攻並びに国際健

康開発研究科国際健康開発専攻は，改正後の長崎大学大学院学則の規定にかかわらず，平

成２７年３月３１日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続

するものとし，その収容定員は，次のとおりとする。 

専攻 課程 平成２７年度 
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環境共生政策学専攻 博士前期課程 ８ 

環境保全設計学専攻 博士前期課程 １７ 

国際健康開発専攻 修士課程 １０ 

附 則（平成２７年３月２７日学則第４号） 

この学則は，平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年３月２８日学則第２号） 

１ この学則は，平成２８年４月１日から施行する。 

２ 工学研究科及び医歯薬学総合研究科の収容定員は，改正後の別表第１の工学研究科及び

医歯薬学総合研究科の項並びに同表合計の項の規定にかかわらず，平成２８年度から平成

３０年度については，次のとおりとする。 

(1) 平成２８年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

工学研究科 総合工学専攻 ２２０ ４４０

生産システム

工学専攻 

  １５ ４０

グリーンシス

テム創成科学

専攻 

  ５ ２５

小計 ２２０ ４４０ ２０ ６５

医歯薬学総合

研究科 

保健学専攻 ２０ ４０

災害・被ばく医

療科学共同専

攻 

１０ １０

医療科学専攻   ６０ ２４６

新興感染症病

態制御学系専

攻 

  ２０ ８０

放射線医療科   ５ ２９
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学専攻 

先進予防医学

共同専攻 

１０ １０

生命薬科学専

攻 

３６ ７２ １０ ３０

小計 ６６ １２２ １０５ ３９５

合計 ３８８ ７５４ １４５ ５３５ ３８ ７６

(2) 平成２９年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

医歯薬学総合

研究科 

保健学専攻 ２０ ４０

災害・被ばく医

療科学共同専

攻 

１０ ２０

医療科学専攻   ６０ ２４４

新興感染症病

態制御学系専

攻 

  ２０ ８０

放射線医療科

学専攻 

  ５ ２６

先進予防医学

共同専攻 

１０ ２０

生命薬科学専

攻 

３６ ７２ １０ ３０

小計 ６６ １３２ １０５ ４００

合計 ３８８ ７６４ １４５ ５４０ ３８ ７６

(3) 平成３０年度 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 
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入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

医歯薬学総合

研究科 

保健学専攻 ２０ ４０

災害・被ばく医

療科学共同専

攻 

１０ ２０

医療科学専攻   ６０ ２４２

新興感染症病

態制御学系専

攻 

  ２０ ８０

放射線医療科

学専攻 

  ５ ２３

先進予防医学

共同専攻 

１０ ３０

生命薬科学専

攻 

３６ ７２ １０ ３０

小計 ６６ １３２ １０５ ４０５

合計 ３８８ ７６４ １４５ ５４５ ３８ ７６

   附 則（平成３０年 月 日学則第 号） 

１ この学則は，平成３０年４月１日から施行する。 

２ 多文化社会学研究科及び熱帯医学・グローバルヘルス研究科の収容定員は，改正後の別

表第１の多文化社会学研究科及び熱帯医学・グローバルヘルス研究科の項並びに同表合計の

項の規定にかかわらず，平成３０年度については，次のとおりとする。 

研究科 専攻 修士課程及び

博士前期課程 

博士課程及び

博士後期課程 

専門職学位課

程 

入学

定員 

収容

定員 

入学

定員 

収容

定員 

入学

定員 

収容

定員 

多文化社

会学研究

科

多文化社会

学専攻 

１０ １０

小計 １０ １０
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熱 帯 医

学・グロー

バルヘル

ス研究科

グローバル

ヘルス専攻 

３７ ６２ ５ ５

長崎大学－

ロンドン大

学衛生・熱帯

医学大学院

グローバル

ヘルス国際

連携専攻 

５ ５

小計 ３７ ６２ １０ １０

合計 ４０８ ７９４ １５５ ５５５ ３８ ７６

別表第１ 

研究科 専攻 修士課程及び博士

前期課程 

博士課程及び博士

後期課程 

専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

多文化社会

学研究科

多文化社会学

専攻

１０ ２０

小計 １０ ２０

教育学研究科 教職実践専攻         ３８ ７６

小計       ３８ ７６

経済学研究科 経済経営政策

専攻 

１５ ３０

経営意思決定

専攻 

    ３ ９

小計 １５ ３０ ３ ９

工学研究科 総合工学専攻 ２２０ ４４０

生産システム

工学専攻 

    １５ ４５

グリーンシス     ５ ２５
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テム創成科学

専攻 

小計 ２２０ ４４０ ２０ ７０

水産・環境科

学総合研究科 

水産学専攻 ３５ ７０

環境科学専攻 ２５ ５０

環境海洋資源

学専攻 

    １２ ３６

海洋フィール

ド生命科学専

攻 

    ５ ２５

小計 ６０ １２０ １７ ６１

医歯薬学総合

研究科 

保健学専攻 ２０ ４０

災害・被ばく医

療科学共同専

攻 

１０ ２０

医療科学専攻     ６０ ２４０

新興感染症病

態制御学系専

攻 

    ２０ ８０

放射線医療科

学専攻 

    ５ ２０

先進予防医学

共同専攻 

１０ ４０

生命薬科学専

攻 

３６ ７２ １０ ３０

小計 ６６ １３２ １０５ ４１０

熱帯医学・グ

ローバルヘル

ス研究科 

グローバルヘ

ルス専攻 
３７ ６２ ５

長崎大学－ロ

ンドン大学衛

生・熱帯医学大

５
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学院国際連携

グローバルヘ

ルス専攻

小計 ３７ ６２ １０

合計 ４０８ ８０４ １５５ ５８０ ３８ ７６

別表第２ 

研究科 専攻 教員の免許状の種類（免許教科・領域） 

多文化社会学

研究科 

多文化社会学専攻 高等学校教諭専修

免許状 

（英語） 

教育学研究科 教職実践専攻 幼稚園教諭専修免

許状 

小学校教諭専修免

許状 

中学校教諭専修免

許状 

（国語，社会，数学，理科，音

楽，美術，保健体育，技術，家

庭，英語） 

高等学校教諭専修

免許状 

（国語，地理歴史，公民，数学，

理科，音楽，美術，書道，保健

体育，家庭，情報，工業，英語）

特別支援学校教諭

専修免許状 

（知的障害者，肢体不自由者，

病弱者） 

経済学研究科 経済経営政策専攻 高等学校教諭専修

免許状 

（商業） 

工学研究科 総合工学専攻 高等学校教諭専修

免許状 

（工業） 

水産・環境科

学総合研究科

水産学専攻 高等学校教諭専修

免許状 

（水産） 
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○長崎大学大学院熱帯医学・グローバルヘルス研究科規程（案） 

（趣旨） 

第１条 この規程は，長崎大学大学院学則（平成１６年学則第２号。以下「学則」という。）

及び長崎大学学位規則（平成１６年規則第１１号。以下「学位規則」という。）に定める

もののほか，長崎大学大学院熱帯医学・グローバルヘルス研究科（以下「研究科」という。）

の教育方法，課程の修了要件等の教育課程に関し必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 研究科は，精深な専門的知識及び技能を授けることにより，熱帯医学・グローバル

ヘルス分野，特に地球規模の健康に対処する分野で活躍できる高度な知識及び実践的技能

を有する人材を養成し，もって国際社会の健全な発展に資することを目的とする。 

（専攻，課程及びコース並びに専攻の目的） 

第３条 研究科に置く専攻，課程及びコースは，次のとおりとする。 

専攻 課程 コース 

グローバルヘルス専攻 

博士前期課程 

熱帯医学コース 

熱帯医学サテライトコース 

国際健康開発コース 

国際健康開発サテライトコース 

ヘルスイノベーションコース 

ヘルスイノベーションサテライトコース 

博士後期課程  

長崎大学－ロンドン大学衛

生・熱帯医学大学院国際連

携グローバルヘルス専攻 

博士後期課程  

２ 各専攻の教育研究上の目的は，次のとおりとする。 

(1) グローバルヘルス専攻は，グローバルヘルス分野において，教育と研究と実践をよ

り一体化させ，世界の人々の健康と幸福に貢献し，グローバルヘルスに新たな変革をも

たらすことのできる人材を養成する。 

(2) 長崎大学－ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院国際連携グローバルヘルス専攻（以
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下「国際連携グローバルヘルス専攻」という。）は，グローバルヘルス分野において，

教育と研究と実践をより一体化させ，世界の人々の健康と幸福に貢献し，グローバルヘ

ルスに新たな変革をもたらし、長崎大学とロンドン大学衛生・熱帯医学大学院、引いて

は我が国と英国におけるグローバルヘルス分野における教育研究の連携を推進できる

人材を養成する。 

（入学の時期） 

第４条 学生の入学の時期は，学期の始めとする。 

（教育方法） 

第５条 研究科の教育は，授業科目の授業及び学位論文又は課題研究報告書の作成等に対す

る指導（以下「研究指導」という。）により行う。 

２ 熱帯医学・グローバルヘルス研究科教授会（以下「教授会」という。）は，授業科目の

履修指導及び研究指導を行うため，学生ごとに主任指導教員及び副指導教員を定める。 

（授業科目，単位数，履修年次等） 

第６条 グローバルヘルス専攻博士前期課程における授業科目，単位数及び履修年次は，別

表第１のとおりとする。 

２ グローバルヘルス専攻博士後期課程における授業科目，単位数及び履修年次は，別表第

２のとおりとする。 

（履修方法等） 

第７条 グローバルヘルス専攻博士前期課程の学生は，別表第１に規定する授業科目のうち

から，別表第３に定めるところにより，３０単位以上を履修しなければならない。 

２ グローバルヘルス専攻博士後期課程の学生は，別表第２に規定する授業科目のうちから，

別表第４に定めるところにより，１６単位以上を履修しなければならない。 

３ 学生は，履修する授業科目の選定に当たっては，指導教員の指導を受けなければならな

い。 

４ 学生は，学位論文又は課題研究報告書の作成に当たっては，必要な研究指導を受けなけ

ればならない。 

（履修科目の登録） 

第８条 学生は，履修しようとする授業科目を，指定の期日までに登録しなければならない。 

（考査及び単位の授与） 

第９条 授業科目を履修した学生に対しては，試験，研究報告等による考査を行う。 

２ 考査の成績は，AA（９０点以上），A（８０点以上９０点未満），B（７０点以上８０点
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未満），C（６０点以上７０点未満）及びD（６０点未満）の評語をもって表し，AA，A，B

及びCを合格とし，Dを不合格とする。 

３ 考査に合格した授業科目については，所定の単位を与える。 

（追試験及び再試験） 

第１０条 忌引，病気，交通機関の事故等やむを得ない理由のため，試験を受けることがで

きなかった学生が証明書を添え追試験願を提出した場合は，追試験を実施することがある。 

２ 不合格となった授業科目については，再試験を実施することがある。 

（進級要件） 

第１１条 グローバルヘルス専攻博士前期課程国際健康開発コースの学生は，第１年次にお

いて短期フィールド研修の単位を修得しなければ，第２年次へ進級することができない。 

（他の研究科及び大学院における履修等） 

第１２条 学則第１５条及び第１５条の２の規定により学生が履修した授業科目及び修得

した単位は，グローバルヘルス専攻博士前期課程及びグローバルヘルス専攻博士後期課程

にあっては両課程を合わせて１０単位を限度として，第７条第１項又は第２項に規定する

修得すべき授業科目及び単位として認定することができる。 

（入学前の既修得単位の認定） 

第１３条 学則第１５条の３の規定により，学生が入学前に履修した授業科目及び修得した

単位は，１０単位を限度として，第７条第１項又は第２項に規定する履修すべき授業科目

及び単位として認定することができる。 

（他の大学院等における研究指導） 

第１４条 学則第１７条の規定により，学生が他の大学院又は研究所等（外国の大学院等を

含む。）において，必要な研究指導を受けることを認めることがある。ただし，グローバ

ルヘルス専攻博士前期課程の学生については，当該研究指導を受ける期間は，１年を超え

ないものとする。 

（転入学，再入学等） 

第１５条 学則第３１条第１項及び第３６条の規定により，転入学，転科，転専攻又は再入

学を願い出た者の選考は，教授会において審議し，学長が行う。 

２ 前項の選考方法については，別に定める。 

（進学） 

第１６条 学則第３７条の規定により，グローバルヘルス専攻博士後期課程に進学を志願す

る者の選考は，教授会において審議し，学長が行う。 
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２ 前項の選考方法及び国際連携グローバルヘルス専攻博士後期課程に進学を志願する者

の選考（選考方法を含む。）については，別に定める。 

（社会人及び外国人留学生のための特別入試） 

第１７条 社会人で入学を志願する者又は外国人留学生として入学を志願する者があると

きは，グローバルヘルス専攻博士前期課程にあっては学則第２４条に規定する入学資格を，

グローバルヘルス専攻博士後期課程及び国際連携グローバルヘルス専攻博士後期課程に

あっては学則第２５条に規定する入学資格を有すると認められる者に限り，特別の入学考

査（以下「特別入試」という。）を行い，選考することができる。 

２ 前項の特別入試について必要な事項は，別に定める。 

（教育方法の特例） 

第１８条 社会人のための特別入試により入学した学生その他教育上特別の必要があると

認められる学生については，夜間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を

行う等の適当な方法により教育を行うものとする。 

（長期履修） 

第１９条 学則第１６条の規定により，学生が修業年限を超えて一定期間にわたり計画的に

履修すること（以下「長期履修」という。）を希望する場合は，これを認めることがある。 

２ 長期履修に関し必要な事項は，別に定める。 

（学位論文又は課題研究報告書の提出） 

第２０条 学生は，学位論文又は課題研究報告書の審査を受けようとするときは，指導教員

の承認を得て，学位規則による所定の書類を，教授会が指定した期日までに研究科長へ提

出しなければならない。 

（最終試験） 

第２１条 グローバルヘルス専攻博士前期課程の最終試験は，第７条第１項に規定する履修

すべき授業科目の単位を修得し，かつ，学位論文又は課題研究報告書を提出した者につい

て行う。 

２ グローバルヘルス専攻博士後期課程の最終試験は，第７条第２項に規定する単位を修得

し，かつ，学位論文を提出した者について行う。 

（課程修了の要件） 

第２２条 グローバルヘルス専攻博士前期課程の修了の要件は，当該課程に２年以上（熱帯

医学コースにあっては１年以上）在学し，第７条第１項に規定する履修すべき授業科目の

単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，学位論文又は課題研究報告書の審査及
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び最終試験に合格することとする。 

２ グローバルヘルス専攻博士後期課程の修了の要件は，当該課程に３年以上在学し，第７

条第２項に規定する履修すべき授業科目の単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた

上，学位論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，

優れた研究業績を上げた者については，１年以上在学すれば足りるものとする。 

３ 国際連携グローバルヘルス専攻博士後期課程の修了の要件は，当該課程に３年以上在学

し，必要な研究指導を受けた上，学位論文の審査及び最終試験に合格することとする。た

だし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた者については，１年以上在学すれば

足りるものとする。 

（学位の授与） 

第２３条 グローバルヘルス専攻博士前期課程及びグローバルヘルス専攻博士後期課程並

びに国際連携グローバルヘルス専攻博士後期課程を修了した者には，学位規則の定めると

ころにより，それぞれ修士又は博士の学位を授与する。 

（科目等履修生） 

第２４条 研究科の学生以外の者で，研究科が開設する授業科目のうち１又は複数の授業科

目について履修を希望する者があるときは，教授会において審議し，学長が選考の上，科

目等履修生として入学を許可することがある。 

（研究生） 

第２５条 研究科において特殊の事項について研究を希望する者があるときは，教授会にお

いて審議し，学長が選考の上，研究生として入学を許可することがある。 

（特別聴講学生及び特別研究学生） 

第２６条 学則第４４条及び第４５条に定める特別聴講学生及び特別研究学生の入学の時

期は，学期の始めとする。ただし，特別研究学生については，特別の事情があるときは，

この限りでない。 

（外国人留学生） 

第２７条 学則第４６条及び長崎大学外国人留学生規則（平成１６年規則第２０号）に定め

るもののほか，外国人留学生に関し必要な事項は，別に定めることができる。 

（補則） 

第２８条 この規程に定めるもののほか，この規程の実施に関し必要な事項は，別に定める

ことができる。 

附 則 
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この規程は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成３０年４月１日から施行する。 

別表第１ 

(1) グローバルヘルス専攻博士前期課程（熱帯医学コース，熱帯医学サテライトコース）

の授業科目，単位数及び履修年次 

区分 授業科目 単位数 履

修

年

次 

必

修 

選

択 

自

由 

基礎科目 基礎人間生物学   １ １ 

熱帯医学基礎Ⅰ   ２ １ 

熱帯医学基礎Ⅱ ２   １ 

グローバルヘルスⅠ ２   １ 

グローバルヘルスⅡ １   １ 

地球環境・衛生学 ２   １ 

専門基礎科目 疫学Ⅰ ２   １ 

統計学Ⅰ ２   １ 

研究倫理 １   １ 

応

用

科

目 

基礎熱帯医学モ

ジュール 

病原微生物学Ⅰ １   １ 

病原微生物学Ⅱ ２   １ 

病原微生物学Ⅲ ２   １ 

免疫学 １   １ 

バイオテクノロジー １   １ 
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病理学 １   １ 

臨床熱帯医学モ

ジュール 

臨床熱帯医学（臓器別） ２   １ 

臨床熱帯医学（地域別） １   １ 

疫学・統計学モジ

ュール 

疫学Ⅱ １   １ 

統計学Ⅱ １   １ 

地球環境・衛生学

モジュール 

衛生動物学 ２   １ 

国際地域保健学

モジュール 

リプロダクティブ・ヘルス／ジェンダー

Ⅰ 

 １  １ 

小児保健Ⅰ  １  １ 

地域保健Ⅰ  １  １ 

小児保健Ⅱ  １  １ 

リプロダクティブ・ヘルス／ジェンダー

Ⅱ 

 １  １ 

栄養  １  １ 

地域保健Ⅱ  １  １ 

緊急援助Ⅰ  １  １ 

緊急援助Ⅱ  １  １ 

社会行動科学モ

ジュール 

ヘルス・プロモーションⅠ  １  １ 

医療人類学Ⅰ（概論）  １  １ 

社会調査（量的）  １  １ 

社会調査（質的）  １  １ 
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ヘルス・プロモーションⅡ  １  １ 

医療人類学Ⅱ（応用）  １  １ 

人口学  １  １ 

国際保健研究への社会科学的アプロー

チ 

 １  １ 

保健政策・マネー

ジメントモジュ

ール 

医療経済  １  １ 

保健制度・政策Ⅰ  １  １ 

プロジェクト・プログラム管理Ⅰ  １  １ 

援助論Ⅰ  １  １ 

保健財政  １  １ 

開発と経済  １  １ 

保健制度・政策Ⅱ  １  １ 

援助論Ⅱ  １  １ 

プロジェクト・プログラム管理Ⅱ  １  １ 

社会起業論  １  １ 

演習科目及び研究指導 グローバルヘルスセミナー ２   １ 

グローバルヘルス演習Ⅰ １   １ 

計 ３

０ 

２

７ 

３  

(2) グローバルヘルス専攻博士前期課程（国際健康開発コース，国際健康開発サテライト

コース）の授業科目，単位数及び履修年次 

区分 授業科目 単位数 履

修 

備

考 
必 選
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修 択 年

次 

基礎科目 基礎人間生物学  １ １ 注

１ 

熱帯医学基礎Ⅰ ２  １  

熱帯医学基礎Ⅱ  ２ １  

グローバルヘルスⅠ ２  １  

グローバルヘルスⅡ １  １  

地球環境・衛生学 ２  １  

専門基礎科目 疫学Ⅰ ２  １  

統計学Ⅰ ２  １  

研究倫理 １  １  

実習科目 短期フィールド研修 １  １ 注 

２ 
長期海外研修 ２  ２ 

応

用

科

目 

基礎熱帯医学モ

ジュール 

病原微生物学Ⅰ  １ １  

病原微生物学Ⅱ  ２ １  

病原微生物学Ⅲ  ２ １  

免疫学  １ １  

バイオテクノロジー  １ １  

病理学  １ １  

臨床熱帯医学モ

ジュール 

臨床熱帯医学（臓器別）  ２ １  

臨床熱帯医学（地域別）  １ １  
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疫学・統計学モジ

ュール 

疫学Ⅱ  １ １  

統計学Ⅱ  １ １  

地球環境・衛生学

モジュール 

衛生動物学  ２ １  

国際地域保健学

モジュール 

リプロダクティブ・ヘルス／ジェンダー

Ⅰ 

１  １  

小児保健Ⅰ １  １  

地域保健Ⅰ １  １  

小児保健Ⅱ  １ １  

リプロダクティブ・ヘルス／ジェンダー

Ⅱ 

 １ １  

栄養  １ １  

地域保健Ⅱ  １ １  

緊急援助Ⅰ  １ １  

緊急援助Ⅱ  １ １  

社会行動科学モ

ジュール 

ヘルス・プロモーションⅠ １  １  

医療人類学Ⅰ（概論） １  １  

社会調査（量的）  １ １  

社会調査（質的）  １ １  

ヘルス・プロモーションⅡ  １ １  

医療人類学Ⅱ（応用）  １ １  

人口学  １ １  
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国際保健研究への社会科学的アプロー

チ 

 １ １  

保健政策・マネー

ジメントモジュ

ール 

医療経済 １  １  

保健制度・政策Ⅰ １  １  

プロジェクト・プログラム管理Ⅰ １  １  

援助論Ⅰ  １ １  

保健財政  １ １  

開発と経済  １ １  

保健制度・政策Ⅱ  １ １  

援助論Ⅱ  １ １  

プロジェクト・プログラム管理Ⅱ  １ １  

社会起業論  １ １  

演習科目及び研究指導 グローバルヘルスセミナー ２  １  

グローバルヘルス演習Ⅰ １  １  

グローバルヘルス演習Ⅱ １  ２  

計 ２

８ 

３

６ 

注１ 医療資格取得者（医師，歯科医師，獣医師，薬剤師，看護師，保健師，助産師その

他教授会が指定するものをいう。以下同じ）以外は，必修とする。 

注２ 国際健康開発サテライトコースは，選択とする。 

(3) グローバルヘルス専攻博士前期課程（ヘルスイノベーションコース，ヘルスイノベ

ーションサテライトコース）の授業科目，単位数及び履修年次授業科目，単位数及び履

修年次 

区分 授業科目 単位数 履  
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必

修 

選

択 

修

年

次 

基礎科目 基礎人間生物学  １ １ 注 

熱帯医学基礎Ⅰ ２  １  

熱帯医学基礎Ⅱ ２  １  

グローバルヘルスⅠ ２  １  

グローバルヘルスⅡ １  １  

地球環境・衛生学 ２  １  

専門基礎科目 疫学Ⅰ ２  １  

統計学Ⅰ ２  １  

研究倫理 １  １  

実習科目 短期フィールド研修  １ １  

応

用

科

目 

基礎熱帯医学モ

ジュール 

病原微生物学Ⅰ  １ １  

病原微生物学Ⅱ  ２ １  

病原微生物学Ⅲ  ２ １  

免疫学  １ １  

バイオテクノロジー  １ １  

病理学  １ １  

臨床熱帯医学モ

ジュール 

臨床熱帯医学（臓器別）  ２ １  

臨床熱帯医学（地域別）  １ １  

疫学・統計学モジ 疫学Ⅱ  １ １  
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ュール 統計学Ⅱ  １ １  

地球環境・衛生学

モジュール 

衛生動物学  ２ １  

国際地域保健学

モジュール 

リプロダクティブ・ヘルス／ジェンダー

Ⅰ 

 １ １  

小児保健Ⅰ  １ １  

地域保健Ⅰ  １ １  

小児保健Ⅱ  １ １  

リプロダクティブ・ヘルス／ジェンダー

Ⅱ 

 １ １  

栄養  １ １  

地域保健Ⅱ  １ １  

緊急援助Ⅰ  １ １  

緊急援助Ⅱ  １ １  

社会行動科学モ

ジュール 

ヘルス・プロモーションⅠ  １ １  

医療人類学Ⅰ（概論）  １ １  

社会調査（量的）  １ １  

社会調査（質的）  １ １  

ヘルス・プロモーションⅡ  １ １  

医療人類学Ⅱ（応用）  １ １  

人口学  １ １  

国際保健研究への社会科学的アプロー

チ 

 １ １  
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保健政策・マネー

ジメントモジュ

ール 

医療経済  １ １  

保健制度・政策Ⅰ  １ １  

プロジェクト・プログラム管理Ⅰ  １ １  

援助論Ⅰ  １ １  

保健財政  １ １  

開発と経済  １ １  

保健制度・政策Ⅱ  １ １  

援助論Ⅱ  １ １  

プロジェクト・プログラム管理Ⅱ  １ １  

社会起業論  １ １  

演習科目及び研究指導 グローバルヘルスセミナー ２  １  

グローバルヘルス演習Ⅰ １  １  

グローバルヘルス演習Ⅱ １  ２  

ヘルスイノベーションゼミⅠ ２  １  

ヘルスイノベーションゼミⅡ ４  ２  

計 ２

４ 

２

７ 

注 医療資格取得者以外は，必修とする。 

別表第２ 

グローバルヘルス専攻博士後期課程の授業科目，単位数及び履修年次 

区分 授業科目 単位数 履修年次 備考 

必修 選択 

演習科目 グローバルヘルス研究演習 ４  １  
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特別研究 グローバルヘルス特別研究 １２  ２～３  

計 １６    

別表第３ 

(1) グローバルヘルス専攻博士前期課程（熱帯医学コース，熱帯医学サテライトコース）

の履修方法 

区分 最低単位修得数 

必修 選択 計 

基礎科目 ７  ７ 

専門基礎科目 ５  ５ 

実習科目    

応用科目 １５  １５ 

演習科目及び研究指導 ３  ３ 

計 ３０  ３０ 

(2) グローバルヘルス専攻博士前期課程（国際健康開発コース，国際健康開発サテライト

コース）の履修方法医療資格取得者 

区分 最低単位修得数 

必修 選択 計 

基礎科目 ７ ２ ２６ 

専門基礎科目 ５ 

実習科目（注） ３ 

応用科目 ９ 

演習科目及び研究指導 ４  ４ 

計 ２８ ２ ３０ 

注 国際健康開発サテライトコースは，選択とする。 



- 16 - 

医療資格取得者以外 

区分 最低単位修得数 

必修 選択 計 

基礎科目 ８ １ ２６ 

専門基礎科目 ５ 

実習科目（注）  ３ 

応用科目 ９ 

演習科目及び研究指導 ４  ４ 

計 ２９ １ ３０ 

注 国際健康開発サテライトコースは，選択とする。 

(3) グローバルヘルス専攻博士前期課程（ヘルスイノベーションコース，ヘルスイノベー

ションサテライトコース）の履修方法 

医療資格取得者 

区分 最低単位修得数 

必修 選択 計 

基礎科目 ９  ９ 

専門基礎科目 ５  ５ 

実習科目    

応用科目  ６ ６ 

演習科目及び研究指導 １０  １０ 

計 ２４ ６ ３０ 

医療資格取得者以外 

区分 最低単位修得数 
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必修 選択 計 

基礎科目 １０  １０ 

専門基礎科目 ５  ５ 

実習科目    

応用科目  ５ ５ 

演習科目及び研究指導 １０  １０ 

計 ２５ ５ ３０ 

別表第４ 

グローバルヘルス専攻博士後期課程の履修方法 

区分 最低単位修得数 

必修 選択 計 

演習科目 ４  ４ 

特別研究 １２  １２ 

計 １６  １６ 
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１ 学生確保の見通し 

長崎大学大学院熱帯医学・グローバルヘルス研究科博士後期課程（以下「TMGH 博士後

期課程」という。）は，既存の熱帯医学・グローバルヘルス研究科修士課程（以下「TMGH
修士課程」という。）を基盤として，学術交流協定を締結しているロンドン大学衛生・熱帯

医学大学院(London School of Hygiene and Tropical Medicine, 以下「LSHTM」とい

う。) や国立国際医療研究センター（以下「NCGM」という。）等との連携を軸に，更なる

機能強化を図り，より高いレベルの博士課程教育を実施し，国際的・社会的なニーズへ資す

ること及び本学の中期目標に謳われた世界的グローバルヘルス教育研究拠点となることを

目的に設置するものである。 

 我が国においては，グローバルヘルスという統合課題領域における博士を取得した実務

家・実践者，実務経験がある研究者の割合が少ないという大きな課題が存在している。特に

国際共同研究やプロジェクトのリーダー的立場にある日本人は少なく，また，日本で博士号

を取得し，将来国際共同研究等でのカウンターパートになる博士人材も少ない。 

この状況において，本研究科では，LSHTM とジョイントディグリー（PhD）創設によ

り，TMGH 博士後期課程のみではなく，LSHTM の持つ強みを活用した共同のカリキュラ

ムを構築し，グローバルヘルス領域における国際共同研究等のリーダーの養成及び TMGH
と LSHTM，ひいては日本と英国の連携強化に資する TMGH 博士後期課程ロンドン大学

衛生・熱帯医学大学院-長崎大学国際連携専攻（以下「国際連携専攻」という。）を設置す

ることとした。本専攻の修了生は，将来，日英が共同で推進する第 3 国での研究プロジェ

クトや実践プロジェクトのリーダーとして推進する能力に加え，日英のみならず，日本と

欧米先進国や国際機関との連携強化を通じてグローバルヘルスを推進する能力を持った人

材となる。 

なお，本専攻の収容定員については，「国際連携学科等の収容定員は，母体となる学部等

の収容定員の 2 割の範囲内」と規定されていることから，表 1 のとおり設定した。

TMGH 修士課程の定員は 37 名で，現在，本国際連携専攻と同時に TMGH 博士後期課程

グローバルヘルス専攻設置（平成 30 年 4 月予定）の手続を定員 10 名の予定で進めており，

母体となる TMGH 研究科の収容定員は合計 37～47 名となるため，国際連携専攻の収容定

員の上限は 7～9 名となる。この上限を超えない範囲で，TMGH 及び LSHTM 両大学の受

入や指導体制等を考慮し，収容定員は 5 名が適当であると判断した。設定した定員数は，後

述するアンケート調査結果より，妥当な定員数と考える。

                                表 1 

TMGH 修士課程 収容定員：37 名

 TMGH 博士後期課程グローバルヘルス専攻 収容定員：10 名（予定）

   TMGH 研究科 合計：37～47 名（予定）

 37～47 名 × 0.2 ＝7.4～9.7 → 上限 7～9 名（予定）

TMGH 博士後期課程グローバルヘルス国際連携専攻 収容定員：5 名
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（１）グローバルヘルス専攻について

国際連携専攻の収容定員の設定及びニーズ調査を実施するに当たり，まず，母体となる

研究科の一部である TMGH 博士後期課程（グローバルヘルス専攻）の収容定員（10 名）

を設定し，学生確保の見通しを立てる必要があった。 

TMGH 博士後期課程（グローバルヘルス専攻）の具体的な学生確保の見通しを把握す

るため，①学内学部学生・大学院生への Web アンケート調査，②調査実施機関（株式会

社帝国データバンク）への委託による学外学部学生・大学院生及び社会人を対象とした

Web アンケート調査（別添「アンケート様式：例」参照）を実施したところ，表 2 のと

おり，1,329 名からの回答が得られた。 

＜アンケート回答数＞                  表 2
対 象 回答数 

学内学部学生・大学院生 299 名 

学外学部学生・大学院生 515 名 

社会人 515 名 

合 計 1,329 名 

      ＜入学定員＞ 10 名程度 

アンケート回答者総数 1,329名のうち，TMGH博士後期課程（グローバルヘルス専攻）

が設置された場合，表 3 のとおり，「ぜひ進学したい」と回答した者が 93 名，「進学を検

討したい」と回答した者が 262 名であった。現在学部学生として在籍中の学生は，即実

際の受験者にはなり得ないが，将来的な進学希望者としての推測は可能と考える。  

表 3
対 象 ぜひ進学したい 進学を検討する 

学内学部学生・大学院生 30 名 43 名 

学外学部学生・大学院生 30 名 98 名 

社会人 33 名 121 名 

合 計 93 名 262 名 
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① 学生・大学院生を対象としたアンケート結果について 

学内及び学外の学部学生・大学院生で，TMGH 博士後期課程（グローバルヘルス専攻）

へ「ぜひ進学したい」と回答した 60 名（別添「アンケート調査：グラフ」図 7 参照）を

博士後期課程への進学が可能となる年次順に並び替えを行い分析した。 

表 4 のとおり，TMGH 博士後期課程設置予定である 2018 年は 22 名，2019 年は 12
名，2020 年は 7 名，2021 年は 6 名，2022 年は 6 名，2023 年は 5 名が「ぜひ進学した

い」と希望していることが分かる。（2 名は年次不明のため対象外とした。） 

自身の進学先について明確なビジョンを持つ 2018～19 年度に進学可能な院生に希望

者が集中しているが，今後 6 年に渡り，毎年 5 名以上の進学希望者があることが分かる。 

また，次ページ以降に記載しているが，「進学を検討したい」という回答者が多いこと

を考慮すると，2020 年以降についても，自身の進学について具体的に検討する時期に入

ると，「ぜひ進学したい」という意見になる者も増加していくものと考えられる。 

なお，「ぜひ進学したい」と回答した理由をアンケート内で調査したところ，回答者の

約 6 割が「熱帯医学やグローバルヘルスに興味があるから」，「国際協力，国際貢献に関

わりたいから」を選択している。その他の理由としては，「将来働きたい分野に役立ちそ

うだから」51.5％，「高度な研究ができそうだから」37.9％，「熱帯医学や公衆衛生学の

学位の取得を目指しているから」33.3％があり，「その他」1.5％の意見として，「グロー

バルヘルス分野の研究に貢献したいから」等の意見もあった。（別添「アンケート調査結

果：グラフ」図 8 参照） 

  ＜「ぜひ進学したい」と回答した 60 名について＞              表 4

年次 
回答 
人数 

進学可能
な年次 

博士･博士後期課程 4 年次生 4 2018 
博士･博士後期課程 3 年次生 2 2018 
博士･博士後期課程 2 年次生 0 2018 
博士･博士後期課程 1 年次生 4 2018 
修士･博士前期課程 2 年次生 11 2018 
修士･博士前期課程 1 年次生 10 2019 
学部課程 6 年生  1 2018 
学部課程 5 年生   2 2019 
学部課程 4 年生    7 2020 
学部課程 3 年生   6 2021 
学部課程 2 年生   6 2022 
学部課程 1 年生    5 2023 
不明 2 対象外 

合計 60 － 

進学可能
な年次 

進学希望者
人数 

2018 22
2019 12
2020 7 
2021 6 
2022 6 
2023 5 
合計 58



- 4 - 

学内及び学外の学部学生・大学院生で，TMGH 博士後期課程（グローバルヘルス専攻）

へ「進学を検討したい」と回答した 141 名（別添「アンケート調査：グラフ」図 7 参照）

を博士後期課程への進学が可能となる年次順に並び替えを行い，分析した。 

表 5 のとおり，TMGH 博士後期課程設置予定である 2018 年は 21 名，2019 年は 9
名，2020 年は 29 名，2021 年は 24 名，2022 年は 24 名，2023 年は 30 名が進学を検討

したいと回答していることが分かる。（4 名は年次不明のため対象外とした。） 

また，文部科学省 学校基本調査の調査結果より，修士課程修了後，博士課程等へ進学

する割合が約 1 割であることから，本調査で「進学を検討したい」と回答した者が実際

に TMGH 博士後期課程への進学を志願する割合を 1 割と仮定することとした。（別添

「説明資料」参照） 

その結果，「進学を検討したい」と回答した者の中から，今後 6 年に渡り，毎年平均 2
名以上の進学希望者が見込まれることが分かる。 

＜「進学を検討したい」と回答した 141 名について＞                  表 5

年次 
回答 
人数 

進学可能
な年次 

博士･博士後期課程 4 年次生 1 2018 
博士･博士後期課程 3 年次生 1 2018 
博士･博士後期課程 2 年次生 1 2018 
博士･博士後期課程 1 年次生 1 2018 
修士･博士前期課程 2 年次生 9 2018 
修士･博士前期課程 1 年次生 6 2019 
学部課程 6 年生  8 2018 
学部課程 5 年生   3 2019 
学部課程 4 年生    29 2020 
学部課程 3 年生   24 2021 
学部課程 2 年生   24 2022 
学部課程 1 年生    30 2023 
不明 4 対象外 

合計 141 － 

進学可能
な年次 

進学検討者
人数① 

進学希望者
人数 

(①×0.1) 
2018 21 2 
2019 9 1 
2020 29 3 
2021 24 2 
2022 24 2 
2023 30 3 
合計 137 13
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学部学生，大学院生の「ぜひ進学したい」と回答した者の実数及び「進学を検討した

い」と回答した者から算定した人数について，進学希望者数をまとめると，表 6 のとお

りとなる。今後 6 年に渡り，毎年少なくとも 8 名以上の進学希望者が見込まれることが

分かる。 

表 6

進学可能
な年次 

「ぜひ進学したい」 
「進学を検討したい」 

×0.1
進学希望者人数 

合計 

2018 22 2 24
2019 12 1 13
2020 7 3 10
2021 6 2 8 
2022 6 2 8 
2023 5 3 8 
合計 58 13 71
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② 社会人を対象としたアンケート結果について 

社会人で，TMGH 博士後期課程（グローバルヘルス専攻）へ「ぜひ入学・進学したい」

「入学・進学を検討したい」と回答した者は，それぞれ 33 名，121 名であった。社会人

の TMGH 博士後期課程への高い関心が伺える結果となった。 

「入学・進学を検討したい」と回答した者において，実際に TMGH 博士後期課程へ

の進学を志願する者の割合を 1 割と仮定すると，12 名が志願するものと考える。（別添

「説明資料」参照） 

表 7 のとおり，「ぜひ入学・進学したい」と回答した 33 名に，上記 12 名を加算した

合計 45 名が TMGH 博士後期課程への進学を志願するものと考える。 

社会人の場合，大学在学生と異なり，志願する時期は個々人の状況によるものが大き

く，実際の志願を行うタイミングの予測が困難であるため，①学生･大学院生を対象とし

たアンケートと同様に，今後 6 年間で志願するものと仮定し，6 年で割った人数（7 名）

を毎年の進学希望者数として算定した。 

なお，既存の TMGH 修士課程において，進学者の 9 割以上が社会人経験者であるこ

とから，修士課程同様，TMGH 博士後期課程においても社会人からのニーズは高いもの

と推測される。 

なお，「ぜひ進学したい」と回答した理由をアンケート内で調査したところ，回答者の

約 8 割が「国際協力，国際貢献に関わりたいから」を選択している。その他の理由とし

ては，「熱帯医学やグローバルヘルスに興味があるから」45.5％，「将来働きたい分野に

役立ちそうだから」21.2％，「熱帯医学や公衆衛生学の学位の取得を目指しているから」

18.2％，「高度な研究ができそうだから」18.2％という結果になった。（別添「アンケー

ト調査結果：グラフ」図 15 参照） 

                                      表 7

「ぜひ進学したい」 
「進学を検討したい」 

×0.1
進学希望者人数 

合計 

33 12 45

   ※45÷6＝7.5 今後 6 年に渡り，毎年 7 名程度の進学希望者があるものと推測する。 
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③ 研究科としての見通しについて 

   ①学生・大学院生及び②社会人を対象としたアンケート結果から，今後 6 年に渡る志

願者数は，表 8 のとおりとなった。募集定員が 10 名であることから，定員を超過する

志願者が見込まれることが分かる。 

加えて，平成 28 年度 TMGH 修士課程における受入学生の半数は留学生であることか

ら，TMGH 博士後期課程においても，海外からの進学希望者を十分に想定できるため，

表 7 の合計欄をはるかに上回る志願者数になるものと判断できる。 

表 8

進学可能な年次 
学生・ 
大学院生 

社会人 合計 

2018 24 7 31
2019 13 7 20
2020 10 7 17
2021 8 7 15
2022 8 7 15
2023 8 7 15
合計 71 42 113

＜長期的見通し＞ 

TMGH 博士後期課程では，既存の TMGH 修士課程と同様，授業を全て英語で実施す

る。また，LSHTM と全面的に連携し，海外から著名な研究者や教員等を共同研究者，

グローバルヘルス特論講師および研究アドバイザリーボードメンバーとして招聘する

ことにより，世界最高水準の博士レベルの教育研究指導を実施することから，外国人留

学生の志願者を獲得することが出来ると考えられる。 

   また，②社会人を対象としたアンケート結果からも社会人の TMHG 博士後期課程に

対する関心が高いことが分かるが，熱帯医学研修課程フォローアップ事業開催時のアン

ケートからも，「社会人が働きながら学べるプログラムがあると良い（ビデオ・インター

ネット等）」，「東京キャンパスでは就労者でも受講可能で且つ修士・博士課程等があれば

直にでも入学したい（ナースや臨床検査技師等に門戸を開いてほしい）」等，平成 29 年

4 月に設置予定の「NCGM サテライト東京」についての要望も多く寄せられているため，

更なる需要が期待できる。 

   昨今の伊勢志摩サミット，TICAD6 等に代表される国際会議及びそれに付随した我が

国の国際保健外交戦略から，社会的に当該領域での人材が求められていることを鑑みる

と，本研究科に対するニーズは継続していくものと考えられ，更なる学生確保のための

取組を展開してくことにより，TMHG 博士後期課程を維持していくに足る十分な志願

者を長期的かつ安定的に確保することが可能であると判断する。 
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（２）国際連携専攻について

LSHTM とのジョイントディグリーが創設された場合に，国際連携専攻へ「ぜひ進学した

い」と回答した学生及び大学院生は 54 名，社会人は 35 名，合計 89 名という結果となっ

た。この 89 名を博士後期課程への進学が可能となる年次順に並び替えを行ったところ，表

9 のとおりとなった。6 年に渡って，継続的に収容定員を大きく上回る進学希望者が見込ま

れることが分かる。 

とりわけ社会人においては，前述した TMGH 博士後期課程（グローバルヘルス専攻）の

アンケートで「ぜひ入学・進学したい」「入学・進学を検討したい」と回答した人数を上回

る結果が出ており，社会人の国際連携専攻に対する関心の高さが伺われた。（別添「アンケ

ート調査結果：グラフ」図 14，16 参照） 

また，TMGH 博士後期課程（グローバルヘルス専攻）には「進学したくない」と回答し

た学生及び大学院生の中には，国際連携専攻へは「ぜひ進学したい」と回答している者もい

ることから，本研究科が LSHTM と連携することによって，新たな志願者の獲得に がる

ことが分かる。 

LSHTM とのジョイントディグリー創設が本研究科へもたらす効果は，教育研究の更な

る発展は元より，優秀な学生の確保等の側面において，多大な好影響を与えるものと考える。

以上により，学生及び社会人の国際連携専攻への関心度は高く，本研究科が設定した収容

定員 5 名をはるかに上回る志願者を継続的に確保できるとものと判断する。 

                                   表 9

進学可能な年次 
学生・ 

大学院生 
社会人 合計 

2018 16 5 21 
2019 16 5 21 
2020 4 5 9 
2021 3 5 8 
2022 7 5 12 
2023 6 5 11 
合計 52（※1） 30（※2） 82 

※1 54 名のうち 2 名は年次不明のため対象外とした。54-2＝52
※2 今後 6 年間で志願するものと仮定し，6 年で割った人数を毎年の 

進学希望者数として算定する。 

35(名)÷6(年)＝5.8(名) →毎年の進学希望者数を 5 名とする。 
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（３）学生確保に向けた具体的な取組

① 具体的な取組状況  

TMGH 博士後期課程の設置計画が具体化した時点から，学生確保のため，国内外にお

いて下記のような取組を行ってきた。 

     ア）学会会場へのブースの出展による PR
      ・第 74 回日本公衆衛生学会（平成 27 年 11 月 4 日～6 日，長崎市） 

・第 56 回日本熱帯医学会学会（平成 27 年 12 月 4 日～6 日，吹田市） 

・第 30 回日本国際保健医療学会（平成 27 年 11 月 21 日～22 日，金沢市） 

・第 31 回日本国際保健医療学会（平成 28 年 12 月 3 日～4 日，久留米市） 

  イ）東京，大阪，長崎等での TMGH 修士課程進学説明会開催の際の PR
       ・TMGH 修士課程進学説明会を毎年度 6 回開催 

       平成 27 年度：東京（3），札幌（1），京都（1），長崎（1） 

       平成 28 年度：東京（4），大阪（1），長崎（1） 

    ウ）留学フェアへのブースの出展による PR
      ・ラオス日本センター主催（平成 27 年 10 月 27 日～28 日，ビエンチャン） 

      ・カンボジア日本人材開発センター主催（平成 27 年 10 月 30 日～31 日，プノンペン） 

     エ）LSHTM Week 2016 Multiple sectors and multiple disciplines: opportunities
and challenges の際の PR（平成 27 年 9 月 19 日～23 日，ロンドン） 

     オ）本学海外教育研究拠点（ケニア，ベトナム）における PR
     カ）熱帯医学研修課程フォローアップ事業の際の PR

② 上記①による効果，反応 

  上記①のように，本研究科において，従来，種々の学生確保のための取組を行ってき

た。TMGH 修士課程の過去の志願状況を分析すると，表 10 のとおり，志願者のうち説

明会に参加した者の約半数が実際に志願しており，また，志願者出身地域の分布を調査

すると，関東地方，関西地方及び九州地方を中心に全国各地から志願していることが分

かる。これまで毎年行ってきた説明会等広報活動がいかに効果的であるかを裏付ける結

果であると言える。 

     これらの結果から，国際連携専攻においても，説明会の開催地域や回数を増加させる

など，より効果的な学生確保の取組を検討していくこととしている。 

     また，説明会開催時に行ったアンケート調査結果においても，進学説明会の重要性，

その効果等を十分に把握することができる。（別添「コメント集」参照） 

説明会等 PR の場において，参加者のコメントには要望等も多く含まれていることか
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ら，より質の高い学生を確保していくためにも，受験を検討している者に対して，より

充実した内容，より効果的な説明会となるように検討を重ね工夫していきたい。 

さらに，博士課程への進学者の多くは，研究科が実施する研究内容等を重視するもの

と考えられるため，TMGH 博士後期課程（国際連携専攻含む）においては，LSHTM 及

び NCGM との連携により，世界レベルの研究を展開していくことで，継続的なニーズ

を維持していくこととしている。 

＜進学説明会参加者と出願状況＞                    表 10
区 分 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

説明会参加者数 73 名 70 名 95 名 60 名 49 名 

次年度志願者数 

(内説明会参加者) 

22 名 

(14 名) 

18 名 

(15 名) 

52 名 

(26 名)

42 名 

(19 名) 

※26 名

(12 名) 

志願者 

出身地域 

北海道 0 名 0 名 2 名 1 名 1 名

東 北 0 名 0 名 1 名 0 名 0 名

関 東 11 名 6 名 24 名 8 名 8 名

中 部 0 名 4 名 4 名 2 名 2 名

関 西 4 名 4 名 4 名 6 名 6 名

中 国 1 名 0 名 2 名 0 名 0 名

四 国 0 名 0 名 1 名 0 名 0 名

九州･沖縄 6 名 3 名 5 名 4 名 4 名

海 外 0 名 1 名 9 名 5 名 5 名

  ※H28 年度については，平成 29 年 2 月 18 日現在の志願者数。 
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２ 社会的な人材需要の見通し 

2015年先進国・開発途上国を問わず普遍的に開発に取り組むとした世界的な目標である
「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が国連サミットで採択された。このアジェン
ダの中で，保健医療は主要な目標の一つとして掲げられ，「あらゆる年齢のすべての人々の

健康的な生活を確保し，福祉を促進する」ことが目指されている。日本政府は，この目標達

成のため，保健分野外交の一環として「平和と健康のための基本方針」を策定し，体制整備

の一つとして国内の国際保健人材の強化を掲げている。また，近年エボラ出血熱等の感染症

が蔓延する地域も多く，平成 28年 2月「国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議」に
て提示された「国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する基本計画」の中で，国際感染

症等対応人材育成の必要性が強く謳われており，国策としての人材養成の取組計画が検討

されている。このように，日本の国際保健外交戦略からその必要性が認められるものの，こ

れら国際保健分野における博士号取得者の割合は低く（特に日本人は低い），グローバルヘ

ルス領域における実務の推進，研究によるエビデンスの創出又はエビデンスに基づいた意

思決定などができる組織リーダーとなる人材が不足している。 

開発協力事業を実施する JICA（国際協力機構）に，当該領域における博士号取得のニー
ズについて調査を実施したところ，国際潮流をリードする人材を育成すること，そのために

必要な途上国の現場で保健医療協力の担い手として関わる人材を育成することが，これま

でにも増して求められており，当該領域における博士号取得者の育成は非常に重要である

との回答があった。さらに，JICAとして国際連携専攻が設置された場合，本課程への入学
を推奨したいとの意思も表示されている。 

国際連携専攻では，下記のような人材養成像を目標に，既存の TMGH修士課程より，さ
らに高い次元でグローバルヘルスを理論的・実践的に研究・創造する能力を備えた実践的・

社会的リーダーとなり得る人材を養成するため，本格的な国際共同研究や国際共同プログ

ラム等への参加が可能となる教育課程を構築する。 

① グローバルヘルス全体を俯瞰する能力と知識を有する 

② 日英が推進する国際共同研究や国際共同プログラムへの参加経験を介して，国際共同

研究等において主導して研究・活動する能力を有する 

③ 成果を公表して，グローバルヘルス領域の科学研究を推進する能力を有する 

④ 科学的知見に基づき，実践においてもインパクトを与えられる能力を有する 

実践と研究と教育が一体化されたグローバルヘルス領域では，このような博士レベルの

人材が求められており，修了後の進路や社会での人材需要が十分にあると考えられる。また，

就職先は国内に留まらず，全世界が対象となるものと考えられる。大学だけに就職するので

はなく，企業，国際機関，国家行政機関，NPO，大学を自由に行き来できる人材を育成する
ことが重要で，そのことによって，統合的なグローバルヘルス領域の活性化に貢献する。 

このように，国際連携専攻では，このグローバルヘルス領域において，国際的に寄与，活躍



- 12 - 

できる人材を育成，輩出することを目的としており，修了生の社会的なニーズは，今後ます

ます高まっていくものと思われる。 

そこで，具体的な人材需要の見通しを把握するため，調査実施機関(株式会社帝国データ

バンク)への委託によるアンケート調査を実施した。（別添「アンケート様式：例」参照）

＜アンケート回答数＞                       表 11
調査対象 抽出件数 回答数 回答率 

約 160万件 ※ 222件 49件 22％ 

※委託先である株式会社帝国データバンクがデータとして所有する企業・団体等（以下

「企業等」という。）約 160万件の中から，企業等データに次に上げるキーワードが含
まれる企業等の抽出を行い実施した。 

ⅰ. 医療 or 医師 or 医者 を含み且つ 海外派遣 or 途上国 
 ⅱ. デング熱 or マラリア or 黄熱病 
ⅲ. WHO or 世界保健機構 or ODA or NGO or JPO or ユニセフ 
 ⅳ. 医療 or 医学 or 医薬 を含み且つ 研究 
ⅴ. 大学 且つ 歯学 or 薬学 or 医学 or 獣医学 
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（１）アンケート調査に基づく分析

① 企業を対象としたアンケート結果について  

アンケートの結果，「NGO」，「NPO」，「医学・薬学研究所」，「大学研究所」，「医薬品
製剤製造業」，「ワクチン製剤製造業」，「医療検査関連企業」，「開発コンサルタント」等

から 49件の回答が得られた。 
回答を得られた 49 件のうち，リーダー又は幹部候補に持っていてほしい学位に「博

士」と回答した企業等は，16件（32.7％）であった。 
TMGH博士後期課程修了者を「是非採用したい」，「前向きに検討したい」，「検討した
い」と回答した企業等は，26件（53.1％）であり，回答があった企業等の約半数が関心
を示していることが分かる。 

また，TMGH博士後期課程が設置された場合，社員の同研究科への進学を推奨すると
回答した企業等は，5件（10.2％）であり，回答があった企業等の約 1割が積極的な関
心を示した。 

TMGH博士後期課程の定員が 10名であることから，十分な需要があることが分かる。 

② 研究科としての見通しについて 

①の企業を対象としたアンケート結果のほか，グローバルヘルス領域での専門家派遣

を含めた開発協力事業を実施する JICA に，当該領域における博士号取得者のニーズに
ついて調査を実施したところ，「グローバルヘルスの領域において，現在，日本は国際的

に大きな存在感を示しており，国際潮流をリードする人材を育成することや，そのため

に必要な途上国の現場で保健医療協力に担い手として関わる人材を育成することが，こ

れまでにも増して重要となっている。グローバルヘルス領域のリーダー育成のためには，

「現在のグローバルヘルス領域のリーダー」との人的なコネクションを早期に形成する

ことが有効であり，当該領域における博士号取得者の育成は非常に重要であると考えら

れる」との回答があり，さらに，JICA として TMGH 博士後期課程が設置された場合，
本課程への入学を推奨したいとの意思も表示されている。さらに，日本の国際保健外交

戦略の中心であり，本研究科と学術交流協定を締結している NCGM にグローバルヘル

ス政策研究センターが設置される等，グローバルヘルス領域における博士号取得者育成

の必要性について国内の関係業界からも強い要請があることが分かる。 

TMGH博士後期課程の収容定員が 10名（うち 5名が国際連携専攻）であることを考
慮すると，本課程修了者に対して，十分な人材需要が見込まれていると判断される。2015
年に採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」や日本政府が保健分野外交の一環とし
て国内の国際保健人材の強化を掲げていること等からも，グローバルヘルス領域の諸問

題解決に対応できる人材は，今後も求められていくものと思われるため，国際連携専攻
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で育成し，輩出する人材は，今後においても社会的需要が継続し，更に向上していくも

のと考える。 

なお，本研究科では，NCGMサテライト東京の設置，海外大学との連携強化や共同研
究の活発化によって，より質の高い人材を育成し，輩出し続けていくことを計画してお

り，今後も増加するであろう社会的需要にも対応していくこととしている。 

また，前述のとおり，TMGH 修士課程の学生の約半数は留学生であり，その多くは

JICA が実施する途上国行政官の派遣事業からの受入となっている。国際連携専攻にお
いても，同様に多くの留学生を受け入れる可能性が高く，当該留学生は学位取得後，自

国の保健省等に戻っていくことから，海外での出口（受入先）も多く存在していると判

断することができる。 

さらに，本研究科は，全ての講義・指導を英語で実施することから，日本人学生の就

職先は，国内に留まらず，今回アンケート調査を実施していない世界の企業等からも強

いニーズがあると考える。 
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別添「説明資料」 

進学検討者の実受験率を 1割と仮定することについて 

【１】平成 28年度 
区   分 国立大学 公立大学 私立大学 合計 

平成 28年 3月 
大学院修士課程修了者数 

41,784 4,507 24,725 71,016

71,016名のうち，大学院等への進学者数は「6,674名」（修了者の 9.4％） 

【２】平成 27年度 
区   分 国立大学 公立大学 私立大学 合計 

平成 27年 3月 
大学院修士課程修了者数 

41,932 4,573 24,796 71,301

71,301名のうち，大学院等への進学者数は「7,072名」（修了者の 9.9％） 

【３】平成 26年度 
区   分 国立大学 公立大学 私立大学 合計 

平成 26年 3月 
大学院修士課程修了者数 

42,716 4,638 25,800 73,154

73,154名のうち，大学院等への進学者数は「7,259名」（修了者の 9.9％） 

＜文部科学省 学校基本調査より抜粋＞  

【１】～【３】のとおり，平成 26～28年度の各年度における修士課程修了者の大学
院等へ進学率は，修了者数の約 1割であることが分かる。 
アンケート調査において，大学院進学希望者で「TMGH博士後期課程への進学を検
討したい」と回答した者が，実際に TMGH博士後期課程への進学を志願する割合につ
いて，上記調査結果を基に「1割」と仮定するものとする。 
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別添「コメント集」 

TMGH修士課程進学説明会時のコメント 

＜進学に関心を示すコメント＞ 

・進学したい気持ちが大きくなりました。準備など進めていきたいと思います。 

・お話を聞かせていただいて，今からもっと色々な経験を積んで絶対進学しようと思い

ました。 

・いずれMPHへと思っておりましたが，すぐにでも学びたい気持ちが高まりました。 
・修了生からの体験談もあり，学生生活を想像することもとできた。研究科長や准教授

からの説明や話を聞けて，先生方の熱意や情熱も感じることができた。頑張って受験

したいと思う。 

＜カリキュラム等に関するコメント＞ 

・英語での講義，他大学や様々な国際協力機関とのつながり，長期の研修システムなど

非常に魅力のあるプログラムが多く，是非進学したいと感じました。 

・卒業生の方より，具体的な 2年間の学びや学習内容・フィールド研修の様子・今後の
キャリアについてお聞きすることが出来，とても良かったです。特に結婚・妊娠も含

めたキャリア形成のお話が同じ女性としてとても参考になりました。 

・HPでカリキュラムは拝見していたのですが，より詳しく何を目標として学習できる
状況なのか知ることができました。 

・大学院のことを詳しく知れたことで自分のキャリアパスに合うかなど確認することが

出来ました。 

・医療関係の人間でなくても出来ることがあるという希望がお話を聞くことで見出せま

した。 

＜説明会開催に関するコメント＞ 

・ネットでは知ることが出来ない具体的な情報を知ることが出来て，大変有意義だっ

た。 

・充実した内容で有意義な時間を過ごせました。大学進学説明会ではなく国際協力の勉

強会としても有効だったと思います。 

・調べるだけでは得られない貴重な情報を沢山聞けたので，大変満足しております。 

・大阪を含め，各地での説明会参加の機会をいただきありがとうございました。 

・このような説明会を長崎以外の都市で開催していただけて，とても役立ちました。 

・子連れでも温かく受け入れて頂き感謝しています。 
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別添「アンケート様式：例」 
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別添「アンケート調査結果：グラフ」 

■アンケート調査回答者の概要 

（図１）              （図２） 

（図３） 
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■学生・大学院生：アンケート調査結果 

（図４）              （図５）

（図６）              （図７）

（図８）              （図９） 
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■社会人：アンケート調査結果 

（図１０）             （図１１）  

（図１２）             （図１３） 

（図１４）             （図１５） 
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（図１６） 
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■企業：アンケート調査結果  

（図１７）             （図１８）

（図１９）             （図２０） 

（図２１） 
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ルヘルス研究科
教授（研究科長）
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・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
教授

（H17.10）
5日

3 専 教授 有吉
アリヨシ

　紅
コウ

也
ヤ

＜平成30年 4月＞

Doctor of
Philosophy
（英国）
（医学）

・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
教授

（H17.3）
5日

4 専 教授 橋爪
ハシヅメ

　真
マサ

弘
ヒロ

＜平成30年 4月＞

Doctor of
Philosophy
（英国）
（医学）

・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
教授

（H24.1）
5日

5 専 教授 門司
モ ジ

　和彦
カズヒコ

＜平成30年 4月＞

保健学博士
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学･グローバ
ルヘルス研究科

教授
（H27.4）

5日

6 専 教授 神谷
カ ミ ヤ

　保彦
ヤスヒコ

＜平成30年 4月＞

Doctor of
Philosophy
（英国）
（医学）

・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学･グローバ
ルヘルス研究科

教授
（H27.4）

5日

7 専 教授 松山
マツヤマ

（髙木
タ カ キ

）章子
ア キ コ

＜平成30年 4月＞

Doctor of
Philosophy
（米国）

（国際保健学）

・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学･グローバ
ルヘルス研究科

教授
（H27.4）

5日

8 専 教授

Sharon Elizabeth
シャロン エリザベス

cox
コックス

＜平成30年 4月＞

Doctor of
Philosophy
（英国）

（栄養-免疫・疫
学）

・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学･グローバ
ルヘルス研究科

教授
（H27.4）

5日

9 専 教授 由井
ユ イ

　克
カツ

之
ユキ

＜平成30年 4月＞

医学博士
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

医歯薬学
総合研究科

教授
（H14.4）

5日

10 専 准教授 井上
イノウエ

　真吾
シ ン ゴ

＜平成30年 4月＞

博士（獣医学）
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
准教授

（H29.2）
5日

11 専 准教授

Culleton
カ レ ト ン

 Richard
リチャード

Leighton
レ イ ト ン

＜平成30年 4月＞

Doctor of
Philosophy
（英国）

（マラリア遺伝
学）

・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
准教授

（H26.8）
5日

13 専 准教授

Nguyen
グエン

 Huy
フ イ

Tien
ティエン

＜平成30年 4月＞

博士（学術）
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
准教授

（H25.2）
5日

14 専 准教授 奥村
オクムラ

　順子
ジュンコ

＜平成30年 4月＞

博士（保健学）
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
准教授

（H21.6）
5日

15 専 准教授 松井
マ ツ イ

　三
ミツ

明
アキ

＜平成30年 4月＞

博士（医学）
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学･グローバ
ルヘルス研究科

准教授
（H27.4）

5日

16 専 准教授
Saenko
サエンコ

 Vladimir
ウラジミール

＜平成30年 4月＞

Doctor of
Philosophy

（ロシア連邦）
（生物学）

・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

原爆後障害
医療研究所

准教授
（H24.6）

5日

担当授業科目の名称
配当
年次

担 当
単 位 数

年 間
開 講 数

現　職
（就任年月）

申請に係る大学
等の職務に従事
す る
週当たり平均日

数

別記様式第３号（その２の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 員 の 氏 名 等

（熱帯医学・グローバルヘルス研究科　長崎大学－ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院国際連携グローバルヘルス専攻）

調書
番号

専任等
区分

職位 年齢
保有
学位等

月額
基本給
（千円）
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フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞
担当授業科目の名称

配当
年次

担 当
単 位 数

年 間
開 講 数

現　職
（就任年月）

申請に係る大学
等の職務に従事
す る
週当たり平均日

数

別記様式第３号（その２の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 員 の 氏 名 等

（熱帯医学・グローバルヘルス研究科　長崎大学－ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院国際連携グローバルヘルス専攻）

調書
番号

専任等
区分

職位 年齢
保有
学位等

月額
基本給
（千円）

17 専 准教授 増田
マ ス ダ

　研
ケン

＜平成30年 4月＞

博士
（社会人類学）

・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

多文化社会学部
准教授

（H26.4）
5日

18 専 講師 上村
ウエムラ

　春樹
ハルキ

＜平成30年 4月＞

薬学博士
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
講師

（H5.6）
5日

19 専 助教

Chris
クリス

 Ng
ウン

Fook
　フック

 Sheng
シェン

＜平成30年 4月＞

博士（保健学）
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
助教

（H27.10）
5日

20 専 助教
Kim
キム

 Yoonhee
ユ ン ヒ

＜平成30年 4月＞

博士
（公衆衛生学）

・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
助教

（H27.12）
5日

21 専 助教 樋泉
トイズミ　

 道子
ミチコ

＜平成30年 4月＞

博士（医学）
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
助教

（H27.12）
5日

22 専 助教 和田
ワ ダ

　崇之
タカユキ

＜平成30年 4月＞

博士（医学）
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
助教

（H25.1）
5日

23 専 助教 鈴木
スズキ

　基
モトイ

＜平成30年 4月＞

博士（医学）
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学研究所
助教

（H26.10)
5日

24 専 助教
Bhim Gopal Dhoubhadel
ビム グッパル ドバデル

＜平成30年 4月＞

博士（医学）
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学･グローバ
ルヘルス研究科

助教
（H27.4）

5日

25 専 助教

稲岡
イナオカ

　健
ケン

ダニエル
ダニエル

＜平成30年 4月＞

博士（薬学）
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

熱帯医学･グローバ
ルヘルス研究科

助教
（H28.10）

5日

26 専 助教 古賀
コ ガ

　智裕
トモヒロ

＜平成30年 4月＞

博士（医学）
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

4
12

1
1

医歯薬学
総合研究科

助教
（H28.12）

5日

27
専
（調）

助教 佐藤
サ ト ウ

　光
ヒカル

＜平成30年 4月＞

医学士 － － － －

熱帯医学･グローバ
ルヘルス研究科

助教
（H27.4）

5日

（注）

１　教員の数に応じ，適宜枠を増やして記入すること。

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合又は大学等の設置者の変更の認

　可を受けようとする場合は，この書類を作成する必要はない。

３　「申請に係る学部等に従事する週当たりの平均日数」の欄は，専任教員のみ記載すること。
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フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

1 外国
教授相当
Professor

Brendan
ブ レ ン ダ ン

 Wren
レ ン

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

感染・熱帯病研究科（ITD）
教授（研究科長）

－

2 外国
教授相当
Professor

David
デイビッド

 Mabey
メイビー

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

感染・熱帯病研究科（ITD）
教授（副研究科長）

－

3 外国
教授相当
Professor

Robin
ロ ビ ン

 Bailey
ベ イ リ ー

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

感染・熱帯病研究科（ITD）
教授（MScTMIHコースディレクター）

－

4 外国
教授相当
Professor

Shunmey
シ ュ ミ

 Yeung
ヤ ン グ

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

感染・熱帯病研究科（ITD）
教授

－

5 外国
教授相当
Professor

Simon
サイモン

 Croft
ク ロ フ ト

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

感染・熱帯病研究科（ITD）
教授

－

6 外国
教授相当
Professor

John
ジ ョ ン

 Kelly
ケ リ ー

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

感染・熱帯病研究科（ITD）
教授

－

7 外国
教授相当
Professor

Hazel
ヘーゼル

 Dockrel
ド ッ ク レ ル

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

感染・熱帯病研究科（ITD）
教授（アフリカ拠点コーディネーター）

－

8 外国
教授相当
Professor

Philippe
フ ィ リ ッ プ

 Mayour
メ イ ヤ ー

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

感染・熱帯病研究科（ITD）
教授（臨床研究部門長）

－

9 外国
教授相当
Professor

John
ジ ョ ン

 Edmunds
エ ド モ ン ズ

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

疫学・集団健康研究科（EPH）
教授（研究科長）

－

10 外国
教授相当
Professor

Ian
イアン

 Roberts
ロ バ ー ツ

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

疫学・集団健康研究科（EPH）
教授（臨床治験センター長）

－

11 外国
教授相当
Professor

Kim
キ ム

 Mulholland
マ ル ホ ラ ン ド

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

疫学・集団健康研究科（EPH）
教授

－

12 外国
教授相当
Professor

Liam
リーアム

 Smeeth
ス ミ ー ス

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

疫学・集団健康研究科（EPH）
教授

－

13 外国
教授相当
Professor

Umberto
ウ ン ベ ル ト

 De
デ

 Alessandro
ア レ ッ サ ン ド ロ

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

疫学・集団健康研究科（EPH）
教授（ガンビア拠点長）

－

14 外国
教授相当
Professor

Paul
ポール

 Wilkinson
ウ ィ ル キ ン ソ ン

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

公衆衛生・政策研究科（PHP）
教授

－

15 外国
教授相当
Professor

Anne
ア ン

 Mills
ミ ル ズ

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

公衆衛生・政策研究科（PHP）
教授（副学長）

－

16 外国
教授相当
Professor

John
ジ ョ ン

 Cairns
ケ ア ン ズ

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

公衆衛生・政策研究科（PHP）
教授

－

17 外国
教授相当
Professor

Richard
リ チ ャ ー ド

 Coker
コー カー

＜平成30年 4月＞

PhD
・グローバルヘルス研究演習
・グローバルヘルス特別研究

1
2～3

－ －
ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院

公衆衛生・政策研究科（PHP）
教授（タイ・シンガポール拠点長）

－

担当授業科目の名称
配当
年次

担 当
単 位数

年 間
開講数

現　職

（注）

１　教員の数に応じ，適宜枠を増やして記入すること。
２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合又は大学等の設置者の変更の認
　可を受けようとする場合は，この書類を作成する必要はない。
３　「申請に係る学部等に従事する週当たりの平均日数」の欄は，専任教員のみ記載すること。

申請に係る大
学等の職務に
従 事 す る
週当たり平均
日 数

別記様式第３号（その２の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）　

教 員 の 氏 名 等

（熱帯医学・グローバルヘルス研究科　ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院(LSHTM)国際連携グローバルヘルス専攻）（ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院）

調書
番号

専任等
区分

職位 年齢
保有

学位等

月額
基本給
(千円)
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職 位 学 位 29 歳 以 下 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 ～ 64 歳 65 ～ 69 歳 70 歳 以 上 合 計 備 考

博 士 人 人 1人 2人 3人 2人 1人 9人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 2人 4人 人 1人 人 7人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 人 人 人 1人 人 1人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 1人 6人 1人 人 人 人 8人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 1人 9人 7人 3人 4人 1人 25人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

助 教

別記様式第３号（その３）

合 計

専任教員の年齢構成・学位保有状況

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 授

准教授

講 師


	1.基本計画書

	2.組織の移行表

	3.教育課程等の概要

	4.
授業科目の概要
	
	1.長崎大学位置図

	2.最寄り駅からの距離及び交通機関

	ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院位置図
 

	
	長崎大学大学院学則

	熱帯医学・グローバルヘルス研究科規程


	
	1.学生確保の見通し

	2.社会的な人材需要の見通し

	説明資料


	
	1.学長

	2.TMGHの教員の氏名等
 
	3.LSHTMの教員
の氏名等  
	4.専任教員の年齢構成・学位保有状況





